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1問 題の所在

契約の成 立へ向けてある程度進捗 した交渉段階にある当事者の一方が,

契約締結交渉の打ち切 りを一方的に通告 してきた場合,他 方当事者は何が
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主張できるであろうか。

民法の基本原則である契約 自由の原則によれば,た とえ契約の準備交渉

がどれだけ成熟 していようと,最 終的に契約が締結されるに至るまでは,

理由の如何を問わず,い つでも契約交渉を打ち切ることができるはずであ

るし,た とえ打ち切ったとしても,そ れに対 して何 らかの責任を問われる

いわれはないはずである。 しか しながら,取 引を開始し契約準備段階に入っ

た者は,一 般市民間における関係とは異な り,信 義則の支配する緊密な関

係に立ち,互 いに相手方に対 し,財 産上の損害の発生を防止すべき信義則

上の義務を負うというべきであるから,右 準備段階において事実 上交渉 し

た内容をもって,相 手方に対 し,契 約が成立するとの信頼を抱かせながら,

正当な理由な く契約交渉を打ち切った場合,こ れにより相手方が被 った損

害を賠償すべき責任があると解するのが相当である。これが,判 例 ・学説

において説かれてきたところの 「契約締結上の過失(culpaincontra-

hendo)」 責任である。

ドイツから導入されたこの概念は,早 くから判例 ・学説に受け入れ られ,

とりわけ学説上は,契 約締結止の過失責任の法的性質について,契 約責任

か,不 法行為責任か,は たまた信義則に基づ く第三の責任かを巡 って激 し

く議論される一方で,1980年 代前後から,下 級審を中心とする裁判例が

集積され,そ れを素材とした判例研究が蓄積 されるに及んで,個 別事件に

おいて判例により採用された処理準則を事案の特徴 と関連づけて内在的に

検討 し,そ の中か ら問題処理のための解釈実践に適合した規範を定立する

という方向へと問題関心が移行 した。そして,最 終的には,現 代契約法理

論の再構成という大きな枠組みの中で,契 約準備段階の行為義務を契約と

どのような関連性を有 しているものと位置づけるかという観点からさらな

る理論的な深化を遂げることとなった。契約締結 上の過失理論を巡 るこれ

らの議論は,1990年 代半ばには一定の到達点に達 した感があり,そ れ以

降,と りわけここ10年 ほどの問はsこ の問題に関する総合的な研究はな
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契約締結 交渉の不"i破 棄における責任(1)

され て い な い状 況 に あ る。 しか しな が ら,判 例 ヒは,そ の後 も現 在 に 至 る

ま で,ド 級 審 判 決 が 引 き続 き蓄 積 され,近 年 に は続 いて2件 の最 高 裁 判決

が 川 さ れ る に 至 って い る。 元 来,契 約 締 結 交 渉 の 不 当破 棄が 問 題 と な る 事

例 群 は 多様 で あ り,か つ 背 景 を な す 社 会 経 済 情 勢 に対 応 して 問題 類 型 も変

遷 して い く もの で あ る か ら,1990年 代'置1時,学 界 の到 達 点 に お い て 示 さ

れ て い た もの が 今 も って 規 範 と して 作 川 しう るか につ い て は,継 続 的 な検

証 が必 要 で あ る。 と りわ け,近 年 出 され た2件 の 最 高裁 判決 は,こ の 問題

に関 す る最 高 裁 判 決 が5件 と非 常 に少 な い こ と に加 え て,契 約 締 結 ヒの過

失 責任 を巡 る学 界 で の 議 論 が た けな わ で あ っ た時 期 以 降 に 出 さ れ た,久 方

ぶ りの 最 高 裁 判 決 で あ って,こ れ らの 判 決 に 示 され た 規 範 が,1990年 代

当時 に お い て学 説L定 、アされ た 規 範 を 反 映 した もの と な っ て い る か を検 証

す る ヒで,非 常 に 貴 重な 素 材 にな る もの と考 え る。

そ こ で,本 稿 は,契 約 締 結 交 渉 の 不"i破 棄 事例 に関 す る現 在 ま で の 判例

を総 合ri勺に 分 析 し,そ こか ら'ド案 に即 した 規 範 を 析 出 した ヒで,1990年

代 に,,,.f=にお い て確 、塵五され た 規 範 や 判 断 枠 組 み と照 ら し合 わせ,後 者 が い

まだ 基 準 と して の適 合 性 を保 って い るか を 検 証 す る と と もに,適 合 性 を 失 っ

て い る場 合 に は,そ れ に 代 わ る新 た な 規 範 な い し判 断 枠 紅 み を提 示 す る こ

とを 目的 とす る もの で あ り,以 ドの よ うに研 究 を 進 め る こ と とす る。 まず,

契 約 締 結 交 渉 の 不'11破 棄 事例 に お い て,'11」 堵 の 行 為 規 範 の 源 と して 機 能

して きた 「契 約 締 結 ヒの過 失」 責 任 とは い か な る もの な の か につ いて,こ

の 概 念 が 生 み 出 され た ドイ ツで の 議 論状 況 を ふ まえ た1で,目 本 にお け る

学1悦 ヒの 議 論 の推 移 と現 在 の到 達 点 を 明 らか にす る。 次 に,契 約 締 結 交 渉

の 不 当破 棄 に関 す る 判例 を網 羅 的 に 分 析 し,そ こか ら問 題 類 型 に即 した行

為 規 範 の定 立を試 み る と と もに,学 界 の 到 達 点 と して 示 され て い る規 範 が

い ま だ妥 当性 を 有 して い るか ど うか の 検 証 を 行 う。 最 後 に,以 ヒの分 析 に

),つ い て,契 約 締 結 ヒの過 失 責 任 の 法 的 性 質 論 につ いて,一 ・定 の 私 見 を示

した い。
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ヒ述 した とお り,こ の 問 題 に つ い て は,1990年 代 に 学 説 ヒー一定 の 到 達

点 に達 して い る こ とか ら,既 に 優 れ た 先行 業績 が 相 当数 発 表 され て お り 【,

本 稿 もそ れ らに 負 う と ころ が 非常 に 大 き い。 しか しな が ら,本 稿 は,ほ ぽ

10年 以 ヒもの 問検 証 を 経 な か った こ の 問 題 につ い て,そ の 間 に 蓄 積 さ れ

た 最近 の2件 の 最 高 裁 判 決 を 含 む 多数 の ド級 審 判 例 を も新 た に分 析 対 象 と

して取 り込 む こ とに よ り,よ り適 合 的 な規 範 の 定 疏を 目指 す もの で あ って,

この 問 題 に 関 す る理 論 の 深 化 にiし う る もの と考 え る。

2「 契約締結 ヒの過失」責任を巡 る理論状況

「契 約 締 結 ヒの過 失」 責 任 に関 す る学 説 状 況 につ い て は,多 数 の 論 稿 に

お い て 詳 し く論 じ られ て い る と こ ろで あ るの で,本 稿 で は,3以 降 で 行 う

分 析 に 必 要 な 限 りに お い て,こ れ を 紹 介 す るに と どめ る。

2-1ド イ ツ で の 議 論

契 約 締 結1:の 過 失 理 論 は,1981{卜,ド イ ツ民 法 典 制 定 前 のac.一.通1去時 代

に,イ ェー リ ング に よ って 編 み 出 され た もの で あ る。 イ ェー リン グは,締

q)こ の 問 題 に関 す る論 稿 は枚 挙 に い と ま が な い が,学 説状 況 を ま とめ た もの と し

て は,潮 見佳 男 ・注 釈 民 法(13)90頁 以 ド(2006年)を 参照 、,ま た,こ の 問 題

に 関 す る総 合 的 研 究 と して,池 川 清 治 ・契 約 交渉 の 破 棄 と そ の 責 任(1997年)

が あ る これ らの論 稿 に紹 介 さ れ て い る論 文 の 他,島 岡 大雄[当Bド 者 の ・方の過

失 に よ り契 約 締 結 に 至 らな か っ た場 合 の 損 害 賠 償 責任1判 タ92(i,,72頁(1997

is),加 藤 雅 之 「契 約 交 渉 の 破 棄 に よ る 責 任 一契 約r;由 の 原 則 とのlntl係か らi法

学 雑 誌tatolme111ent2tl/」1.311'1以 ド(1998年),'}ろIli政 和 「契 約 締 結 準 備段 階 に

お け る ・方の 当 事 者の 過 失 に よ り契 約 締 結 に 至 らな か った場 合 の損 ・i賠償 責 任 に

つ い て 」判 タlo85'-1,,〔 〕貞 以 ド(2002年),岩 崎 ・ili希fl契 約 交 渉 破 棄 責任 に 関

す る 一考察 一特 に 不動 産 売 買 契 約 を 中 心 と してh曜 匠正大 学 法 制 研 究 所 研 究 年 報7

,,79頁 以 ド(20〔〕2年),な どが あ る,、

fit



契約締結 交渉 の不当破 棄における責任q}

結された契約が無効または不成　/.の場合において,た とえ契約の無効また

は不成 立をi三張する'i得{者に過失がある場合でも,そ れによって損害を被っ

た無過失の相1一方はその損害賠償を請求することができず,原 状回復的救

済にとどまることになるのは妥当ではないとして,契 約無効という効果は

履行義務の効果の不存在のみを表すにすぎず,す べての効果の不存在を表

すものではないか ら,契 約無効の場合であっても過失があれば損害賠償義

務が発生するとして,い わゆる信頼利益の賠償を認めるべきであるとi三張

したのであった。この趣旨が ドイツ旧民法に生かされ,意 思表示の無効 ・

取消の場合(旧122条)や,原 始的客観的不能の場合(旧307条)等 につ

いて,信 頼利益の賠償を、言忍める規定が個別的に設けられた。

イェー リングによりi張 されたこの理論は,1時 は契約が無効または不

成疏の場合に信頼利益の賠償をさせることを念頭におくものであったが,

その後の学説は適川範囲を拡張するノ∫向へ進んだ。まず,契 約がイ∫効に成

㍍した場合にも契約締結 ヒの過失責任が問題 となりうることが指摘された。

ついで,契 約交渉の開始によって当事者問には信頼関係が設定され,そ こ

から相 手ノ1保護義務が発生するというi三張がなされるに及んで,契 約が準

備交渉のみに留まり,締 結に至らなかった場合でも,契 約締結1一の過失責

任は,相 手ノ∫の生命 ・身体 ・所イJ権等の保護に関係することが論 じられる

ようになった。 このように,ド イツにおいて契約締結 ヒの過失理論が拡張

適用されるようになったのは,個 別的要件方式をとる ドイツ不法行為法に

おいて,い わゆる絶対的権利 ・利益以外の財貨保護,と りわけ経済的損失

を中心とする財貨の保護が例外とされており,契 約交渉過程で発生するよ

うな損害の賠償を不法行為法に基づいて請求することに障害があったため

であるといわれている。

なお,2002年 の ドイツ債務法現代化法では,契 約締結1:の 過失につい

て明文を もって規定が置かれている。すなわち,ド イツ債務法現代化法

241条2項 は,債 権関係が11三じた場合に,そ の内容に応 じて,各"i1Fに
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対 し,相 手方 の 権 利,法 益 お よび 利 益 に 配 慮 す べ き義 務 を 負 わ せ,そ の義

務 違 反 に 対 して は280条1項 が 損 害 賠 償 責 任 を 課 して い る の で あ る が,

311条2項 は,241条2項 の 義 務 を 伴 った 債 権 関 係 は,契 約 交 渉 の 開 始,

契 約 の 準 備 お よび 法 律 行 為 に類 似 した接 触 に よ って も発 生 す る,と して,

契 約 締 結iの 過 失 責 任 に つ い て一 般 的 規定 を 置 い て い る 」。

2-2我 が国における議論一初期から1970年 代まで一

ヒ述 した ドイツの議論は,我 が国でも学説によって占くか ら紹介されて

きたが,現 在の通説の素地を築いたのは,鳩 山博 肚である。鳩ili博七は,

契約締結iの 責任として損害賠償責任が認められる場合として,原 始的客

観的不能のために契約が無効な場合と,存 効な契約が成 、読したがその契約

に欠陥がある場合を」ける。前者については,物 の暇疵担保責任が原始rl勺

客観的 「一部」不能について契約締結 ヒの過失を定めたものと位置づける

ことにより,原 始的客観的 「全部」不能である契約無効の場合にもこれを

類推 しうるとして,過 失ある当'1堵のii1Tをrf定 し,後 者については,契

約締結前においても当事者に注意義務を認め,そ の違背がある場合に信義

則にJ,つ いて損害賠償義務を負うものとするが,こ の責任は,後 に生じた

契約関係の効果が準備行為時に遡及 し,準 備行為時から信義則の支配を受

けることになるから,契 約 ヒの責任であると述'べる;,,

鳩山説をJ,本 的に承継する形で,我 妻博 旧ま,契 約締結 ヒの過失が問題

となる場合として,原 始r白客観的に不能な契約が締結された場合と,契 約

(2}ド イツ に お け る契 約 締 結 ヒの過 失理 論 に つ い て は,今 西 康 人 「ドイ ツに お け る

契 約 締 結 ヒの 過 失 責任 理 論 の展 開 」ノ'く甲台 論 集28巻2}ナ ・3,;(1981年),li」 谷

峻 「『契 約 締 結 ヒの 過 失』 に 関 す る メ デ ィ ク スの 鑑 定 意 見 」 志 林85巻21}49頁

以 ド(1987年)参 照U

(3)鳩 山 秀 夫 ・債 権 法 に お け る 信義 誠実 の 原 川 ・301頁 以 ド(1955年)参 照 、1
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契約締結交渉の不 当破 棄にお ける責任q)

締結の準備段階における過失とを挙げ,い ずれ も契約における信義則を理

山に契約責任と性質決定 し,信 頼利益の賠償を、認める。 もっとも,我 妻説

では,後 者の場合において,契 約締結段階での過失を理山として加害当 拝゚

者の責任を追及するためには,契 約が事実 ヒ締結されたことが前提 となる

とし,し たがって結局契約を締結するに至 らなかった場合には,一 般の不

法行為責任にとどめるべきであるとして,契 約締結1の 過失責任が認めら

れるか不法行為責任にとどまるかのメルクマールを 「契約の事実1一の締結」

に求めている点に特徴がある。 このメルクマールによれば,契 約が無効あ

るいは取消された場合も,契 約はいったん 「'拝実 ヒ」締結されているから,

契約締結1の 過失責任を生ずるが,契 約交渉の破棄の場合には,契 約の締

結がない以 ヒ,不 法行為責任しか成、アしないと説明されることになるq。

その後の学説は,契 約締結 ヒの過失責任が問われる局面を,① 契約が 一

応締結されたが無効あるいは取 り消された為に遡及的に消滅 した結果,相

ヂ方に無川の出絹をさせた場合(契 約の無効 ・取消型),②'11`1堵 の一方

が契約交渉を打ち切ったため,契 約成 疏を期待して行動 した相 手ノ∫に無川

の川捕をさせる結果 となった場合(交 渉破棄型),③ 契約は有効に成 ㍍し

たが,一 ・方'i得`者が交渉の際に,不 実告知や説明を怠るなど,信 義則に反

する態度を取ったため,相 手方が自らが考えていたのと違った状態で給付

を受けることにな り,そ の結果として損害を被 った場合(契 約イ∫効成 、裟型)

に類型化した。そ して,こ れらすべての類型に共通する規範命題として,

「取引を開始 し,契 約準備交渉段階に入った者は,一 般市民間における関

係 と異なり,信 義則の支配する緊密な関係に立つのであるか ら,相'11に 相

丁=/;の人格や財産を侵害 しない信義則 ヒの義務を負うのであり,契 約締結

ヒの過失責任とは,こ うした行為義務の有責な違反を理山とする責任であ

るから,こ の責任は契約が結果的に成疏したiiか,あ るいは有効に成 ㍍し

141我 斐栄 ・債 権 各 論 ヒ ・39頁 以 ド(1973年)参 照 、
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た か 否 か は 問 わ ず 成 、γす る」 と い う こ とを 確 認 した 。 そ して,学 説 が 定 、ア

した この 規 範 命 題 は,契 約 準 備 交 渉 段 階 で の 責 任 をIE当 化 す るた めの 理 論

と して 判 例 に お いて 次 第 に採 川 され る よ う に な っ た の で あ る。 もっ と も,

責 任 の 法 的 性 質 につ いて は,こ れ を契 約 責任 と解 す る か,不 法 行 為 責任 と

解 す るか,あ る い は契 約 責任 ・不法 行 為 責任 の い ず れ で もな い,信 義 則 に

),つ く第 モの 責任 と解 す る か を巡 って,盛 ん に議 論 が 展 開 さ れ た'。

2-3我 が 国 に お け る議 論 の到 達 点 一 ・'1年 代 か ら現 在 ま で 一

以 ヒで 見 た よ うな 類 型 化 お よ び 責 任 の 性 質 論 の 分 析 と は 別 に,1980年

代 前 後 か ら,isと して契 約 交 渉 の 不 当 破 棄`拝例 を 中・G・に,"i時 ま で に 相 当

蓄 積 さ れ て い た 判 例 の 研 究 を通 じて,裁 判 所 に よ り採 川 され た 処理 準 則 を

個 々 の`拝案 ご とに検 討 し,事 案 の特 性 に応 じた 行 為 規 範 を定 ㍍ した うえで,

契 約 責 任 の 再 構 成 との 関連 性 や 整 合性 を踏 ま え つ つ,そ の 行 為 規 範 を い か

な る論 拠 に よ ってiE'11化 す るか とい う視点 に 、γった 検 討 が始 ま る。 そ して,

これ ま で の 議 論 の 焦 点 で あ った 責 任 の 性 質 論 に つ い て は,そ れ だ け を 独 疏

して 論 じる とい うの で は な く,具 体 的 唇1{案か ら析 出 され た 行 為 規 範 の 違 反

を 何 責 任 と して 性 質 決 定 す るの が 相"iか と い う形 で 消 化 され る よ う にな っ

て い く。 この よ う な ノ∫向性 は,契 約 締 結 ヒの 過 失概 念 を,「 種 々の 責 任 規

範 に よ って 解 決 され る 責 任 問 題 を 包 み 込 む 「風 呂 敷」」 にす ぎ ず,そ れ に

つ い て 統 一 的 要件 ・効 果 を定 疏す る こ と は法 的 に無 意 味 だ と して,固 有の

規 範 化 を 否定 し,契 約 締 結 の際 に生 ず る諸 々の 責任 問題 の個 別 的 検 討 を行

うべ きで あ る とi三張 す る 円 谷教 授 のi三張 に端 的 に 表 れ て い るh。

1980年 代 以 降 に な さ れ た 判 例 分 析 か ら,契 約 締 結 交 渉 の 不"i破 棄`}`例

(51,.-f.説 の 詳 細 につ いて は,潮%L・ 前掲 注(D・101頁 以 ド参照1,

〔GI円 谷 峻1契 約 締 糸IllLの過 失 」 内1【1=黒 木=イ1川 還 暦 ・現 代 民 法 学 の 基 本 問 題

183頁(1983年)参IK{、,
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契約 締結 交渉の不"i破 棄にお けるii1TII)

の 処 理 準 則 と して は,概 ね 次 の よ うな ものが 挙 げ られ る こ とが 明 らか に さ

れ て い る ㌔

① そ もそ も,契 約 締 結 ヒの 過 失が 問 題 とな り うる た め に は,契 約 を め ぐ

る実 質 的 交 渉 が 開 始 して い る こ とが 不.,J欠で あ る。 それ 以 前 の もの は,

自己 の 危 険 に 基 づ きな され た先 行 投 資 と して,出 捕 者が 自 ら負 うべ き リ

ス ク と評 価 され る。

② 契 約 を め ぐる実 質 的 交 渉 が 開 始 して い る場 合 に は,契 約 準 備 交渉 段 階

に お け る緊 密 な 関 係 か ら生 ず る信 義 則 ヒの 義 務 に違 反 した こ とに よ る 責

任 が 問 題 とな るが,こ の 時 点 で は'11巳1堵相'r.に 交 渉 の 中 で背 信 的 行動 を

取 って は な らな い とい う義 務 が 課 され る。 具体 的 に は,自 己 の 先行 行 為

と矛 盾 す る態 度 を 取 る こ と は許 され な い と い う義 務,あ る い はIIIT-/iが

誤 解 に 基 づ い て 行 動 して い る こ とが 認 識 で き る場 合 に,そ の誤 解 を指 摘

し是IEす べ き 義 務 が 挙 げ られ る。

⑧ 更 に進 ん で,契 約 締 結 に向 けて 積 極 的 に 協力 す べ き義 務,あ る い は契

約 を 破 棄 す る こ とに よ って 相 千方 の 期 待 を 害 しな い よ う一 定 の 措 置 を講

ず る べ き義 務 が 課 され る とい え るた め には,被 害 者側 の 契 約 成 、アへ の 期

待 と利 益 が 法 的 保 護 に 仙 す る もの に まで 達 して いな けれ ばな らな い。

④ 以 ヒの 示 した 行 為 義 務 の 存 否 お よび 内 容 の 判 断 に 当た って は,そ の 段

階 に お い て 交 渉'且1`1堵の ど ち らがi三導 権 を 持 って 交 渉 を 推 進 した か が1重

視 さ れ る 傾 向 が あ る。

⑤ 損 害 賠 償 の 範Utlに つ い て は,学 説 で 説 か れ て い る よ う に,契 約 が 成 、/_

して い な い以 ヒ,履 行 利 益 の 賠 償 は あ り得 な い との ドグマ に1,づ き,当

該損 害 が 履 行 利 益 か 信 頼 利 益 か とい った 発 想 か ら決 定 され て い る と い う

よ りは む しろ,実 際 の 判 例 で は,契 約 が 締 結 され て いな い に も拘 らず 先

行 的 に な され た 出 絹 が,い ず れ の 当`1堵 の 負担 に帰 せ られ るの が 適 切か

(7)潮IL・ 前 掲ii:(11・126頁 以 ド参 照,
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とい う危 険 分 担 的 発想 か ら,個 別 的 に判 断 され て い る。

⑥ 仮 に交 渉 破 棄 者の 責 任 を 肯定 す べ き場 合 で あ って も,被 害 者 に お いて

交 渉破 棄 者 の,鋤 に対 す る1,瀬 を した 点 に軽 率 さが 認 め られ る場 合 には,

この 点 を 考慮 して 賠 償 額 を減 額 す べ きで あ る と して,大 幅 な過 失相 殺 が

行 わ れ る こ とが 多 い。

次 に,こ こで 示 した よ う な行 為 規 範 を いか な る論 拠 で 正 当化 す るか を め

ぐって は,以 ドの よ う な学 説 が あ る。

(a}信 頼 関 係 を 責 任 の 根 拠 とす る 見解8

契約 交 渉過 程 にお け る行 為 規範 を両 当'1堵 の特 別 な 信 頼 関係 に基 礎 付 け,

そ の 違 反 を 信 頼 違 背 と と らえ て,契 約 責任 あ る い は契 約 類 似 の 責 任 と位 置

づ け る 見解 で あ るQ契 約 締 結 交渉 の 問,交 渉'1鱒 堵 は,契 約 類 似 の 信 頼 関

係 に基 づ き,相 手 方の 一,i.il:tな利 益 を'll手しな い よ う に配 慮 す べ き義 務 を 負 っ

て お り,こ の 義 務 の 具体 的 な現 れ が 誠 実 交 渉 義 務 あ る い は警 告義 務 で あ る

と1:張 す る。

(b)累U斐 、論9

契 約 関 係 の 実 質 は,あ る ・定 の 時 点 を境 に して,そ れ 以 前 はf可ら法 律 関

係 は な い が,そ れ 以 後 は契 約 関 係 に固 く拘1_tさ れ る と い う よ う に明 確 に 区

別 で き る もの で はな く,交 渉 開 始 か ら履 行 の完rに 至 る まで 段 階 的 に成 熟

して い くもの で あ って,そ の 成 熟 度 に応 じて法 的 効 果 を認 め て行 か ざ る を

得 な い とす る 考え 方 を基 調 と し,更 に:つ の解 釈 論 が 展 開 され て い る。

・つ は
,契 約 締 結 ヒの 過 失 責任 の 根 拠 を信 義 則 に求 め る と い う 判断 枠 組

〔8)今llLi康 人 「契 約 不 成 、/_に関 す る 責 任 」 商 大 論 集37巻1=2合 併"iO,,頁,77頁

(1985年),宮 本 健 蔵 「契 約 締 結Lの 過 失 責 任 法 理 と 付 随義 拳刎 明 治 学 院 大 学20

周 年88頁(1987年)参 照,,

(9}鎌 田 薫1売 渡 承 諾tcの 交 付 と売..1!契約 の 成 否 」 ジ ュ リ857号ll41'1参 照(1986

年)参 照、、
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契約締結 交渉の不'11破棄におけ る責任111

み を維 持 しつ つ,行 為 義 務 の 内 容 と責 任 の 性 質 を段 階 的 に把 握 しよ う とす

る 見解 で あ る1°。 この 見 解 に よれ ば,契 約 締 結 交 渉 は次 の3つ の段 階 に分

け る こ とが で き る。 第1段 階 は,当 肇 者の接 触 はあ る が11_体的 交渉 は始 ま っ

て い な い段 階 で あ り,特 別 な 義 務 は 生 じな い 。 第2段 階 は,契 約 準 備 段 階

で あ り,こ こ で は契 約'且得 堵 の 信 義 則 ヒ課 され る義 務 は開 示 義 務 ・情 報 提

供 義 務 を 中心 と した もの に 限 られ,義 務 違 反 が あ った 場 合 に は信 頼 利 益 の

賠 償 が 認 め られ る。 第3段 階 は,契 約 内 容 につ い て ほぼ 合 意 に達 し,契 約

締 結 日 も定 め られ て い る段 階 で あ り,こ こで は 誠 実 に契 約 の 成 、刀 こつ と め

るべ き信 義 則 ヒの義 務 が 課 され,こ の 義 務 に 反 して 契 約 締 結 を 拒 む と,履

行 利 益 の 賠 償 責任 が 発 生 す る。

も う一 つ は,成 熟 性 が 認 め られ た 段 階 で,中 間 的 合 意 の 成 ㍍を 認 め,中

間 的 合 意 に対 す る違 反 の 効 果 と して契 約 締 結 ヒの 過 失 責 任 を 説 明 す る 見解

で あ るlil。契 約 を成 、L_させ る終 局n勺 ・確 定 的 合 意 に 至 って い な い が,契 約

内容 につ い て あ る程 度 の 合意 が な さ れ て い た場 合 に は,そ の よ うな ∫ン備 的

合 意 に 法 的 効 力 をll忍め,r備 的 合意 の破 棄 に),!つ く債 務 不 履 行 責 任 と して

構 成 す る。

(c)関 係 的 契 約 理 論11:1

契 約 締 結 交 渉 過 程 に お いて も,"得 堵 間 に は 一定 の 「関係 」 が 存 在 し,

そ の よ うな 「関 係 」 に ㍍っ た 者 は,r:い に相 丁'f」の 信 頼 を 裏 切 って は な ら

1101松 本恒 雄 ・判1ダll批評 ・判 評317号23頁(1985年),円 谷 峻 ・契 約 の 成"五 と 責

任(第2版)92頁(1988年)参 照 。

Il1)横lh美 夏 「不動 産 売 買契 約 の 成 、読過 程 と成 立前 の 合 意 の 効 力1私 法 ・15}}195

頁(1992年),河 ヒ正:「 「契 約 の 成 、笑』 を め ぐって 一現 代契 約 論 へ の 一一考察 一

(1)(2)」 判 夕655号11頁,657号14頁(1988年)参 照 。

112)内 川 貴 「現 代 契 約 法 の 新 た な 展 開 と ・般 条項(2)・(3)」NBL515}}24頁 以

ド,同516}}32貞(1993{iり 参 照 、、
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な い と い う義 務 が 認 め られ る とす る 見解 で あ る。 こ の義 務 に違 反 し,相 手

方 を信 頼 させ,費 川 の 支 川 や法 的地 位 の 変 化 を招 い た 者 は,そ の信 頼 を 裏

切 った こ と に よ る損 害 の 賠 償 責 任 が 課 さ れ る。 こ の 見解 は,契 約 の拘 東 力

の 根拠 を 当`1堵 の 合 意 　 「意 思 」 に で は な く,「 関 係 」 に 求 あ る点 で 占 典

li勺契 約 理 論 とは根 本 的 に 異 な る 見 解 で あ り,契 約 の 成 輔i∫既 に,契 約 「関

係 」 に よ る拘 束 を1f_'_i'fする 規 範 が 想定 され て い る 点 に特 徴 が あ る。

(d》 イく2去そf滋ち玉でf壬1い

契 約 締 結 ヒの過 失 責 任 は,ド イ ツ不 法 行 為 責 任 の 規定 の 狭1駐さ を 回避 す

る た め に 考 え 出 され た 概念 で あ って,そ の よ うな 事情 の な い我 が 国 で は取

引 行 為 的 不 法 行 為 に 対 して は 不 法 行 為理 論 で 対 処 可能 で あ る の だ か ら,不

法 行 為 責 任 とは 異 な る契 約 締 結 ヒの 過 失 責 任 な る もの を 別途 定 、Zする 論理

的 意義 は な い とす る 見解 で あ る。 契約 交 渉 の 不'11破 棄 の 問 題 を契 約 責 任 と

して 構 成 す る こ との メ リ ッ トと して よ くiげ られ る と ころ の,過 失 の 、γlll1三

責 任 が 債 務 者(交 渉 破 棄 者)に あ る こ と,消 滅 時 効 の 期 間 が10年 と な る

こ とに つ い て は,前 者に つ い て,過 失 の 有 無 を 証1リ1するUllに契約 締 結 交 渉

過 程 に あ る 当'1`者に い か な る義 務 が 課 され て い るの か を,債 権 者(被 破 棄

者)が 証 明 しな けれ ば な らず,結 局 は 不 法 行 為 責 任 に お け る過 失 の 、読証 責

任 と難 しさ にお い て そ れ ほ ど違 い はな い し,後 者 につ い て,交 渉 破 棄 に 終

わ った 場 合 の 処 理 を 契 約 責任 の 長 期 の 時 効 に係 らせ る必 要性 は 乏 しい とい

え,い ず れ も契 約 責任 と構 成 す る こ とを 積 極 的 にil:'t化 す る メ リ ッ トとは

な り得 て いな い。 も っと も,不 法 行 為 責 任 説 に あ って も,使 川 者責 任 で は

対 処 で き な い独 、ア的 補 助 者が 交 渉 当'1堵 のT一足 と して 契 約 準 備 交 渉 過 程 に

登場 して い る場 合 に,こ の 者 の 行為 を履 行補 助 者,1命に よ って 交 渉 当`1堵 本

〔13}1浬f裕 之 「一いわ ゆ る 「契 約 締 結 ヒの過 失」 責 任 に つ い て 一[法論61巻6}}87頁

以 ド(1989年),潮 見 ・前掲 注(D・1111'1以 ド参 照。
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契約締結 交渉 の不 当破 棄における責任 〔D

人 に帰 責す る た め に,契 約 締 結 ヒの 過 失 責 任 を 契 約 責任 と して 構 成 す る こ

との 意義 が 生 じる と して,そ の 限 りで契 約 責 任 に仮 託 す る こと を承 認 す る。

一 方
,こ の よ う に類 型 論 な い し統 一一的 要 件 の 定 、アを もは や 志 向 しな い 見

解 が 多数 を 占 め る 中で,交 渉 破 棄`糾列に お け る よ り詳細 な 類型 化 を 通 じて,

従 来 の 学 説 の 問 題 点 を 浮 き 彫 りに す る 研 究 が 池 川 教 授 に よ りな さ れ て い

る11。 池 旧教 授 は,責 任 の法 的性 質 に つ い て は 不 法 行 為 責 任 とす る こ とを

前提 と して,契 約 交渉 の破 棄 事 例 を,誤 信 を 誘 発 した こ と,す な わ ち,信

頼 の 惹 起 それ 白体 が違 法 と して 争 わ れ た 型(誤 信 惹 起 型)と,信 頼 の 惹 起

自体 で はな く,信 頼 を 後 で 裏 切 った こ とが違 法 と して 争 わ れ た 型(信 頼 裏

切 り型)の:類 型 に分 け た1で,後 者 の 類 型 に お い て は,帰 責 根 拠 を 交 渉

の 破 棄 自体 に求 め ざ る を得 な い こ と との 関 係 ヒ,本 来 そ の よ うな 心 変 わ り

の 自 山を 許 した もので あ る はず の 「契 約 自山 の 原 則 」 との 抵 触 が と りわ け

問 題 とな る に もか か わ らず,従 来 の議 論 で は,信 頼 裏 切 り型 に お い て も誤

信 惹 起 型 と同 様 に 責任 が 認 め られ る こ とが 当 然 の 前提 と され て お り,何 故

責 任 が 認 め られ るの か につ い て根 拠 が 明 らか に され て こな か った 点 に 問 題

が あ る と して,後 者の 類 型 に 着 目 した分 析 を 行 って い る。 これ に よ れ ば,

信 頼 裏 切 り型 に は,契 約 の 成 、t.1.形態 に お い て,'且1`1渚 の/;が 契 約 内容 の

す べ て を 定 め,相 丁一/」が これ に応 答 す る と い う構造 を とる 「巾込 承 諾 型」

と,交 渉 を通 じて 合 意 を 重ね,最 後 に それ らを ま と め たir:式 な契 約,1}を 作

成 す る こ とで締 結 す る 「練 り ヒげ 型」 の:種 類 が あ る と す る。 前 者 の 類 型

が,民 法 典 に 規 定 の あ る 「巾込 の 撤 同 」 の類 例 で あ って,日 本法 が 申込 の

拘 束 力 を も って,そ れ に対 す る信 頼 を保 護 して い る以 ヒ,少 な く と も 「申

込 承 諾 型 」 に お い て は,交 渉 破 棄 に よ って 裏 切 られ た 信 頼 もま た,申 込 に

対 す る信 頼 と同 様 に保 護 され るべ き で あ る が,更 に 一 歩進 ん で,両 類 型 と

も,自Illな 交 渉 と信 頼 保 護 と い う:つ の 要 素 を い か に 調 和 させ る か,す な

q4)池 田 ・前 掲 注{1)・329貞 以 ド参 照 。
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わ ち 交 渉 規 制 の あ り方 が 問 題 と され る点 で 共通 す る の で,こ こ で もま た 類

似 の取 り扱 い を す べ き で あ る と して,「 巾込 承 諾 型」 と同 桑莱に,「 練 り ヒげ

型」 に お い て も,交 渉 破 棄 に よ って 裏 切 られ た 信 頼 は,申 込 に 対 す る 信 頼

と同 様 に 保 護 され るべ きで あ る とi三張 す る。

以 ヒに示 した ドf花練 乱 を 思 わ せ る 多 彩 な 学 説 ヒの 議 論 は,1990年 代 初

め に ピー クを 迎 え た が,そ の 後 は 議 論 が進 展 せ ず,ま た,そ れ らの学 説 が

そ の後 に蓄積 され た 裁判 例 との関 係 で検 証 され る こ と もな い ま ま,今 に至 っ

て い る。

そ こで,以Lで 紹 介 した 学 説 ヒの 議 論,と りわ け 判 例 か ら抽 出 され た 行

為義 務 が 今 も って 妥 当性 を 有 して い る とい え るの か を 検 証 す る た め,以 ド

で は,契 約 交 渉 の 不"i破 棄 に 関 す る現 在 まで に 出 され た 裁 判 例 を総 合 的 に

分 析 す る。 関 心 の 中 心 は,'11時 の 議 論 以 降 に 出 され た,い ま だ 分 析 を経 て

い な い'F成7年 以 降 の 裁 判 例 で あ り,そ こか ら抽 出 され る 行 為義 務 の 内容

に 変容 が 見 られ るの か,変 容 が 認 め られ るの で あ る とす れ ば,そ れ らの義

務 は い か な る法 的 根 拠 でil:'11化 され るべ きな の か を 改 め て 検 討 す る必 要 が

あ る。 そ うい う意 味 で 言え ば,既 に分 析 に 供 され て い る'r成6年 ま で の 判

例 を,重 ね て 分 析 す る必 要は な い よ う に も思 え るが,1体 の 判 例 の 流 れ の

中 に お い て 初 め て 近 時 の 判 例 の 特 徴 を 浮 き彫 りにす る こ とが で き る とい う

側 面 は 否 定 で きな い し,新 た に蓄 積 され た 判 例 か ら得 られ た 新 しい 視 角 に

よ って 過 去 の 判 例 を 眺 め た と き に,こ れ まで とは 異 な る分 析 が 可能 とな る

こ と もあ りう るた め,本 稿 で は契 約 交 渉 の 不 当破 棄 に関 す る全 判 例 を 検 証

の 対象 とす る こ と と した 。
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契約締結 交渉の不"i破 棄における責任(D

3契 約締結交渉の不当破棄に関する裁判例の紹介 と分析

3-1裁 判 例 の 紹 介

整理 の 便宜 ヒ,'r成 元 年以 前 の 判1列,'ド 成 元年 か ら'ド成9年 ま で の判 例,

'r成10年 か ら現 在 の まで の 判 例 の3期 に わ け ,か つ 責任 肯定 判 例 と エ藍f任

否定 判 例 に分 けて 紹 介す る。 事案 の紹 介 に 当 た って は,ど の よ うな 要 素 が

判 断 の 基 礎 と な っ て い る の か が 後 の 分析 に お い て 重要 とな る 関 係 ヒ,必 要

に応 じて 詳 細 に記 す こ と と したQな お,'「 成18年9月411な らび に'ド成

19年2月27日 の2件 の 最 高 裁判 決 は,こ こで の 分 析 をふ ま え て 評llHiする

関 係 ヒ,事 案 につ い て は 後 に 改 め て紹 介 す る こ と と した。

(D'白 戊元年 以 前(第1期)

(肯 定 判例)

1大 阪 地 判 昭 和43年4月2611

XとYは 業 務 提 携 契 約 に つ い て折 衝 し,契 約 の 案 文 も作 成 され,そ の

後,1固 別 的 な 売 買 もな され た が,結 局Xは 契 約 締 結 を 拒 否 した。Xの 前

払 金 返 還 請 求 に 対 し,YがXの 契 約 な い しr約 の 不履 行,不 法 行 為 を 抗

弁 と してis張 した と こ ろ,裁 判所 は,契 約 やr約 の 成%.は 否定 した が,X

が 業 務 提 携 折 衝 ヒの過 程 に お い て 必 要以 ヒの 介 人 を な してYの 契 約 締 結

へ の 期 待 を 誘 引 し,そ れ を 元 に してYに 経 済 的 負 担 を 招 来 させ た こ と は

不 法 行 為 に'iiた る と したQ

2東 京 高 判 昭 和52年10月6日

XはY大 学 の 大 学 院 を受 験 しよ う と した 際,i司 大 学 の学 部i:1tな どの

助,㌃に よ り,ま ず 学 部 に編 人学 して 大学 院 を受 験 す る こ とに した が,編 人

後,大 学 院 は 廃ILさ れ た た め,Xは 一 次 的 に 大 学 院 の 入 学 試験 施 行 義 務
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の確認を,:次 的に不法行為ない し信義則 ヒの義務違反を理山に慰謝料請

求 した。裁判所は,施 行義務と不法行為は否定 したが,右 助,亨を信頼 して

Yの 学部に編入学 したXに 対 し,Yは その信頼に違背するようなことを

してはならない義務を負担するに至ったとして,信 義則 ヒの義務違反を認

め,慰 謝料請求を認容 した。

3東 ♪」(上也1{1」II不!15311.51」2911

Yは 映phj制 作 を 企ldilし,映 画 制 作 者Xは,Yと の 間 の映 画 制 作 請 負 契

約 の 交 渉llf,Yの 被 川 者 に 見 積rxな ど を提 川 した が,そ の 際,発 注 が 入

札 に よ る との 説 明 は 受 け ず,か え って 撮 影 の 続 行 を 指 示 され た た め,X

は随 意 契 約 に よ り発注 を受 け られ る もの と誤 解 し指 示 に従 っ たが,結 局 発

注 を 落 札 で き な か っ た た め,Xは 請 負 契 約 の 解 除,契 約 締 結 ヒの過 失 な

い し不 法 行 為 を 理 山 に撮 影 費 川 の 賠 償 を求 めた 。 裁判 所 は契 約 の 成 、'五は 否

定 した が,Xが 既 に撮 影 に 着 手 して い る こ と をYが 知 った 以L,信 義 則

に 照 ら し,Yと して は,Xの 誤 解 を誘 発 す る よ うな 行 為 を 避 け る と と も

に,発 注 の 有無 は 人札 に係 る もの で あ って,XY問 の 関 係 は い まだ 白紙 状

態 に あ る こ と を 警 告す べ き注 意 義 務 が あ り,Yは この 注 意 義 務 を1解怠 し

た と して,信 義 則 ヒの 注 意 義 務 違 反 を 理 山 に撮 影 費 川 の 一 部 につ い て 請 求

を 認 容 した。 な お,XがYか ら発 注 を受 け る も の と 信 じた 点 は 多分 に 軽

率 の そ し りを 免 れ な い もの で あ る と して,過 失 相 殺5割 と した。

4東 ♪1ぐ上也'1{llIi召不1153'1=91」1811

XはYと 家 屋建 築 請 負 契 約 に関 して,頻 繁 に 交 渉 を 重 ね,契 約 内容 の

交 渉 につ い て は細 部 に及 び,契 約 井を 作成 す る ほ ど進 展 して い たが,そ の

後,Yが 締 結 拒 絶 の 意 思 を 明 確 に しな い ま ま,結 局 締 結 に 至 らな か った

た め,Xは 不法 行 為 責 任 に基 づ く損 害 賠 償 を 求 め た 。 裁 判所 は,Yに は,

契 約 を締 結 す る か 否 か,締 結 を 延 期 す る か 否 か に つ きXに 明 確 な 意 思 表
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契約締結 交渉の不 当破棄におけ る責任 〔1)

示を し,も ってXの 契約締結に対する期待感並びにYに 対する信頼を裏

切らないようにするとともに,Xに 不測の損害を被 らせないようにすべ

き義務が信義則1一発生し,YはXに 契約締結を承認 したとの誤解を生ぜ

しめた点に義務違反があるとして,Xの 請求を認容 した(iir組 は不明)。

5大 阪地 判 昭 和54年3月30日

Xは 国 ㍍大 学 の 教 官 選 考 委 員 会 委 員 長 の 指 示 に よ り,右 大 学 に 就 職 す

べ く,従 来 勤 務 して い た 私 大 に退 職 届 を 出 し,新 学 期 の 時 間 割 や 教 不斗井,

講義 内容 につ いて連 絡 を受 け た もの の,実 は その 指 示 に 確 た る根 拠 はな く,

Xは'卜 年以 ヒ待 た さ れ た ヒ,結 局 そ の ま ま 　_li沙汰 が な くな った 。 そ こ で,

XはYG1ξDに 対 して逸 失利 益 の 賠 償 ・慰 謝 料 を 請 求 した と こ ろ,裁 判

所 は,,i.i時 の 学 内 に お け る紛 争等,客 観 的 状 勢 と して,Xが 採 川 され る

かiiか は 不確 実 な 段 階 に 留 ま って い た か ら,慎T:な 取 り扱 い を 必 要 と した

に もか か わ らず,同 委 員 長 が,確 た る根 拠 や 見 通 しが あ った と も窺 え な い

の に,採 川 され る こ と を 願 う あ ま り,漫 然 と採 川 を 軽 信 して,Xに 退 職

の指 示 を した こ とは 節 度 を 欠 い た 違 法 な 行 為 と評 さ ざ るを 得 な い と して,

国賠 法 に 基 づ き 請 求 を 認容 した。

6最 半llH召不it5611.11」2711

XはY村 に 同 村 へ のL場 誘 致 お よ び 村 有地 の 譲 渡 を 陳 情 した と こ ろ,

Y町 長Aの 諮 問 に よ りXのis場 誘 致 お よ びY所 有 地 をXに 譲 渡 す る 旨

の 議 会 の 議 決 が な され,そ の 後,AはXにL場 建 設 に1(11的 に 協 力 す る

旨 、ζ明 し,水 利 権 設定 申 請 に 対 す る同 意,1}を 交 付 した り,融 資 の 依 頼 文}r

を 金 融 機 関 に 送 付 す る な ど した の で,XはL場 建 設 に 着 手 し,村 イf地の

耕 作 者 に 対 して ヒ地 明 渡 に 伴 う保 証 金 を 支 払 い,機 械 設 備 の 発 注 や 整 地1:

事 な どを 行 った と こ ろ,誘 致 反 対 派 の 新 町 長BがXのt場 建 築 確 認lll請

に 同 意 せ ず,Xは 本 件L場 の 設 置 を 断 念 せ ざ る を 得 な くな った た め,X
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は不法行為,11こ隊 賠償法に基づき損害賠償を請求 した。第1審,原 審とも,

XY問 の信頼関係はいまだ不法行為法 ヒ保護 されるべき利益とまではいえ

ないとして請求を否定 した。最高裁は,地 ノ∫自治体の施策が特定の者に対

して個別的,具 体的な勧告ない し勧誘を伴うものであ り,か つその活動が

相"rJ.x期にわたる施策の継続を前提として初めてこれに投入する資金また

は労力に相応する効力を生 じうる性質のものである場合,右 施策が維持さ

れるものと信頼し,こ れを前提として右活動ない しその準備行為にはいる

のが1然 であって,右 施策が変更されることにより右活動に人った者がそ

の信頼に反して所期の活動を妨げられ,社 会観念 ヒ行過することのできな

い稚度の積極的損害を被る場合に,地 方自治体が右損害を賠償するなどの

代替措置を講ずることな く施策を変更することは,'i得 渚 間に形成された

信頼関係を不'11に破棄するものとして違法性を帯 び,不 法行為責任を生ぜ

しめるものとして,機 械設備代金等の賠償を認めた。

7東 巧〔上也'卜llli♂{不II56is31」231i

Xは ガ ス漏 れ 防 災 機 器 の 製 造 販 売 業Yの 総 代 理 店 と して 設 疏さ れ た 会

社 で,Yと 代 理 店 契 約 につ い て 交 渉 して い た が,そ の 間,Xは 営 業 活 動

も して い た。 しか し,い ざ締 結 と い う段 にな って,一 淀 地 域 の 独 占販 売 権

をXに'1一 え る とのY代 表 者 の 説 明 に反 し,Yが 既 に数 社 との 間 でXの

r定 販 売 地 域 内 で の 代 理 店 契 約 を 締 糸、llして い る こ と が 判 明 した た め,X

は 契 約 締 結 を断 念 した。 そ こで,Xは 不 法 行 為 な い し契 約 締 結 ヒの 過 失

に),つ く損 害 賠 償 を 求 め た と こ ろ,裁 判所 は,Yの した 行 為 は,Xに 独

11i販売 代 理 権 を 与 え る こ と を'11然 の 前 提 と して 交 渉 を進 め,Xが 契 約 成

㍍を 前提 と して 営 業活 動 を して い る こ とをr知 しなが ら,こ れ と),本 的 に

相容 れ な い'1噸 を 秘 し,あ るい は 契 約 の 成 疏を 阻 害 す る行 為 を 白 らな す も

の で あ り,Xに 対 す る 不法 行 為 に あ た る と して,じ1筋 所 開 設,営ir,一 動

の 損 失 の 賠 償 を 認 め た,,
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契約締結 交渉 の不当破 棄における責任q}

8最 判A和58年4月191!(原 審:東 京高判昭和54年11月71D

XはYか ら本件}:地 を1億8000万 円で買い受ける契約を締結すべ く,

すべての契約条項につき合意 し,そ れを確認する意味で1一地付建物売買契

約ttと 題する,1}面も作成 し,売i欄 にYか ら記名式ゴム印の押捺を受け,

金融機関から決済資金 も什 り人れたが,Yが 第 モ者に本件 ヒ地を売却 し

たために ヒ地を引き渡せな くなった。そこで,Xはi三 位的に債務不履行

を1三張し,f備 的に不法行為に基づ く損害賠償を求めた。原審 ・ヒ告審 と

もに,契 約締結の準備が本件のような段階にまで至った場合には,Yと

して もXの 期待を侵害 しないように誠実に契約の成 、アに勤めるべき信義

則 ヒの義務があるとし,Yの 行為はXの 有す る契約締結の利益を侵害 し

た点において違法であるとして,不 法行為に基づく損害賠償として借入金

の利息、等の賠償を認めた。

9大 阪 地 判 昭 和59年3月26日

Xは,所 有 す る 本件1:地 ヒに 倉 庫 を建 築 してYに 賃 貸 す る 旨 の 事 業計

lllllに),!;づき,Yの 業 務 次 長Aと の 問 で 倉 庫 の 賃 貸 借 契 約 に つ き交 渉 し,

そ の 際,Yの 印 を 冒 捺 した 「交 渉 が 進 行 中 で あ る」 旨の 覚 淋 をXに 交 付

して い た が,Aは 事 業 計 画 お よ び 交 渉 の 事実 を 決 裁 権 者 に 全 く報il:し て

お らず,結 局,交 渉 は打 ち 切 られ た 。 そ こで,Xはi三 位 的 に契 約 締 結L

の 過 失 を理 山 に,r備 的 に使 川 者 責 任 を 理 山 に,交 渉 費 川 の 賠 償 を請 ♪Rし

た。 裁 判 所 は,Xの 見込 み 判 断 の 誤 りはAの 覚,1}の 交 付 に よ って 惹 起 さ

れ た も の で は な い と して,前 者 のi三張 を 否 定 した が,Aの 有 印 文1墨}の偽

造,偽 造 文 井で あ る本 件 覚 、1}の交 付 お よ び,,,Seri交付 後,本 件最 終 決定 に 至

るま で の,決 済 を 得 ず,そ の 旨 の 告知 もせ ず に継 続 した 独 断 専 行 行 為 は 不

法 行 為 を 構 成 す る と して 使 川 者 責任 を 肯定 し,営 業経 費 の 賠 償 を 認 め た。

但 し,本 件 契 約 がYの 資 本 ・営 業 規 模 に と っ て 相'11大 規 模 な こ と で あ る

こ と に鑑 み れ ば,通 常 の 商 取 引 の 経 験 則 ヒ,Xがllし 期 にAの ヒlflと接 触
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を 持 った り,Aの 地 位,権 限 を 調 査 しな か った こ と は 相 当 の 不 注 意 と い

うほ か な い と して,過 失 相 殺4割 と した。

な お,こ の 判 決 で は,契 約 締 結 交 渉 過 程 に お い て 当`」堵 に 課 され る義 務

の 内容 に つ い て か な り具 体 的 な 判 示 を 行 って い るの で,こ の 部 分 を 引 川 す

る。 「契 約 締 結 の た め の 交 渉 は,契 約 ヒの 合 意 のr能 性,そ の 細 目,契 約

締 結 の実 現 可能性 等 に つ い て は っき りさ せ る とい うII的 で 行 わ れ,そ こ で

の期 待 に は 不安 定 さが 付 き ま と う もの で あ る か ら,通 常,各 交渉 当 事 者 が

契 約 締 結 前 に契 約 成 、γを 期 待 して 出 費 を な す と き は,ri己 の危 険 と 責任 に

お い て 出ttす る こ と とな る。 しか し他 方,契 約 法 を 支配 す る信 義 誠 実 の 原

則 は,契 約 締 結 の準 備 段 階 に お いて も 一,.i.1し,将 来契 約 当`j堵 と な る者 が,

riら も し くは履 行補 助 者 に よ り契 約 の 巾込 ま た はIII込の 誘 引を な し,相 手

方が これ にJ,1;づき これ を受 容 して 契 約 締 結 を指 向 した行 為 を 始 め,い わ ゆ

る商 談 が 開 始 され た場 合 に は,こ の 嘱実 とll議 則 と に基 づ き,右 契約 締 結

を 指 向 し他 ノ∫の 利 益 に 介入 しう る領 域 に入 り込 ん だ もの と して の特 別 の 相

η二信 頼 に 支配 され る法 律 関 係 が 成 、8五し,こ の 関 係 にお い て は,信 義 則 に),

づ き,各 交 渉 当 じ」堵 は,相 圧 に指 向 す る契 約 締結 に関 して これ を 妨 げ る1}

情 を 開 示,説 明 し,問 い合 わ せ に応 じて締 結 意思 決 定 に 明 らか にT:大 な 意

義 を 有 す る81喫 につ い て 適 切な 情 報 提 供,報 告 を な し,馴ll川 勺,i}ji'iにつ き

調 査 解 明 し,相 手 方の 誤 信 に対 し警 告,注 意 を な す 等,各 場 合 に 応 じ相r,:

信 頼 を 褒 切 らな い 行 為 を な す べ き注 意義 務 を 負 うべ く,故 意,過 失 に よ り

右 注意 義 務 を 怠 り,右 信 頼 を 裏 切 って相 手方 に 不 測 の損 害 を 　-1えた とき は,

締 結 準 備 交 渉 関 係 に1,つ く賠 償義 務 を 負 う。

・… 一般 商取 引 界 に お い て
,あ る 事業 計llhiを売 り込 む 者 は,そ の実 現 の

見込 み と期 待 を も って売 り込 み を なす のが 当然 で あ り,そ の 後 に 見込 み 判

断 の 誤 りや 期 待 はず れ の生 じ うる こ と も'i然 で あ って,IL込 み 判 断 の 誤 り

等 に よ る責 任 と危 険 は,締 結 準 備 交 渉 関 係 が 成 蹉 した 後 にお い て も右 関 係

を 支配 す る信 義 則 に違 反 した 相1一ノ∫の 行 為 に よ って 生 じた の で な い 限 り,
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契約締結交渉 の不"i破 棄における責任11)

右売込み者自身が負担 し処理すべきものとすることが白己責任の原則をそ

の一内容とする私的ri治 の原則にかなうというべ く,締 結準備交渉関係成

、ア前からの見込み判断の誤 り等の是IEを相手方に右関係 ヒの注意義務とし

て要求できるのは,一 般不法行為を支配するlii則 の理念 とは異なった,

右関係を支配する信義則の理念に照 らして放置し得ないような特別の場合

に限るというべきで,例 えば,見 込み判断の誤り等が重大な事実誤認に基

づくようなものであって,し か も本人がそれにつき誇意で交渉を継続 して

いることを知りながら,相 丁一方がこれを放置して自己の指向する契約締結

に挑 もうとする場合のように,締 結準備交渉関係に人ったものとして相η:

にもつ信頼を著 しく裏切るものとしてそれの是iE義 務を課するのが右関係

を支配する信義則の要請に合致する場合に限られる。」

10最 判 昭和59年9月18ft(第1審:東 京 地 判昭 和56年121」141i)

XとYは 本件 マ ンシ ョンの4!い 受 け 交渉 を行 い,Yは 本 件 物 件 の スペ ー

ス につ い て注 文 を 出 した り,歯 科 医 院 用 の レイ ア ウ ト図 を交 付 した ヒ,10

川llを 支払 い,見 積,1}の 作 成 を依 頼 す る な ど した が,そ の 後,Yは 締 約

で き な い と の 結 論 に 達 して い た に もか か わ らず,Xに 電 気 容 量 に つ い て

照 会 し,そ の た めXは 設 計 変 更 も した が,結 局Yは 買 い取 りを 断 った。

そ こ で,Xはi三 位 的 に 売 買契 約 の 解 除,r備 的 に契 約 締 結iの 過 失 に),!;

つ い て,設 計 変 更 費 川 の賠1窒案を求 め た と ころ,原 審 は,契 約 で きな い との

結 論 に達 して い な が ら,Xの 諸 行 為 を容 認 す る 態 度 に 出 て い た こ とか ら,

契 約 責 任 と して の契 約 締 結 ヒの過 失 責任 を 認 め た が,過 失相 殺5割 と した。

最 高 裁 は同 じ く責 任 を 肯定 した もの の,契 約 類 似 の 信 頼 関 係 に基 づ く信 義

則 ヒの 責 任 と表 現 を変 え て い る。

11京 都地 判lli不II61年2月20日

YはX所 イ1の ヒ地 に結 婚 式 場 を 建 設 しよ う と計Ilhlし,将 来Xと 売 買 契

79一



約 を 締 結 す る こ と に して,そ の た め の 諸 条件 の 成 就 に努 力 し,'1.い に 誠 実

に 交 渉 す べ き 旨の 協定 を 締 結 したf-,Xは 道 路 川地 の 取 得 や 市長 との 事

前 協議 を 行 っ た が,売 買 契 約 締 結 前 にYが 協定 を 破 棄 した の で,Xは 右

協定 を 売 買r約 と して債 務 不 履 行 に基 づ く損.'rit賠償 を請 求 した。 裁判 所 は,

lld協定 を売 買r約 に は'11た らな い と した もの の,同 協定 は,当`1`者 が 本件

ヒ地 ヒに結 婚 式 場 が建 築 で き る た め の諸 条件 を成 就 させ る よ う努力 し,か

つ 売 買契 約 が締 結 で き る よ う η1いに誠 実 に 交渉 を なす べ き義 務 を 負 うこ と

を 合意 した もの で あ り,'ii'1堵 の 責 に帰 す べ か らざ る 問題 に よ って 契 約 の

締 結 が 妨 げ られ る よ うな 事情 が な い の に,'[1嘱 者 が 一一方 的 に 本件 協約 を破

棄 した場 合 に は,右 義 務違 反 に よ る債 務 不 履 行 責任 を 免 れ な い と して,道

路 川地 の取 得flHi格と時ldliとの 差額 の 賠f賞を 認 め た。

121111台 高 判111{和61イ1モ4月25日

XはY銀 行 と そ の 支店 長 を 通 じて,支 店 移1転川 地 と して 本 件 ヒ地 の 賃

貸 借 に つ き交 渉 し,賃 料 につ い て は ま だ 具 体 的 折 衝 が な か った もの の,相

丁一ノ∫が 金 融 機 関 で あ る こ とや 隣 接 駐fl11.rhilの継 続111ヒ 交 渉 の 委 託 を受 け た こ

とな どか ら,締 約 を 強 く期 待 し,準 備 行 為 の 一環 と してrl身 の 営 む 商 店 の

閉 店 準 備 な どを 行 い,か つYか ら融 資 を受 け て 居 所 を 後退 させ るi事 を

実 施 した 。 と こ ろが,そ の 後,Yが 第 渚 と締 約 を した た め,交 渉 は 決

裂 し,Xは 契 約 締 結 ヒの 過 失 にJ,づ き損 害 賠 償 を請 求 した。 裁 判所 は,X

が1,';所を後 退 させ る1事 を実 施 した 時 点 で,XYは 契 約 の 準 備 段 階 に至 っ

た もの と見 るべ き で あ り,そ の 段 階 に達 した以 ヒは,YはXの 期 待 を 故

な く裏 切 る こ と の な い よ う,誠 実 に契 約 の成 、'%_に勤 め るべ き信 義 則 ヒの 義

務 を 負 う に 至 った と 解 され る と して,Yの 信 義 則 ヒの.義務違 反 は認 め た

もの の,損 害 の 証 明 が な い と して 請 求 を 棄却 したQ
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契約締結交渉の不 当破 棄にお ける責任(11

13東 京 地 判 昭 和61年4月25日

Xは 所 有地 に マ ン シ ョ ンを 建 築 しよ う と計lilliして,Y社 の 営 業 部 長A

ら と交 渉 をT:ね た結 果,請 負契 約 の 内容 に つ い てi'rllu.し,契 約,1}f乍成 日 も

定 め られ,Aの 指 示 で 旧建 物 の 取 り壊 し,起L式 の 挙 行,作 業 ヒの 建 設,

建 築 機 械 の 手配 等,i二31`の 準 備 を 整 え て い た が,Aが ヒlfjとの'1`lli∫の 検

討 を怠 って い た た め に,そ の 段 階 に な って 契 約 内 容 はY社 の 意 向 に 反 し

て い る こ とが 明 らか に な っ た た め,結 局 交 渉 は打 ち切 られ た。XはYに

対 し,請 負契 約 の 解 除,不 法 行 為 に)!つ く損 害 賠 償 を請 求 した 。 裁 判所 は,

本 件 請 負契 約 が,Xの 債 務 整理 の た め 航替1二事 と して 依 頼 さ れ た もの で,

Xは 債 務 を 抱 え,'il面 請 負 代 金 を 支払 う能 力 に 問 題 が あ る以 ヒ,適 当 な

担 保 の 提 供 が な い 限 り,Y社 が 締 結 を 拒 否 す る こ と は 当然r想 され た こ

とで あ る か ら,担'且1者Aと して は,Xと 交 渉 す る に"iた り,`1硝i∫にLlf」

と相 談 す る な ど して,Xと 契 約 を 締 結 す る ヒで の 問 題 点 を 検 討 し,そ れ

をXら に ト分 説 明 して,も し契 約 成 疏の 見 込 み が な い の で あ れ ば,llし 期

に交 渉 を 打 ち 切 る な ど して,Xら に無 川 の 期 待,誤 解 を 抱 か せ,不 測 の

損 害 を 与え る こ との な い よ う にす る注 意 義 務 が あ った とい うべ き で あ る と

して,不 法 行 為 責 任 の 成 、[五を認 め,慰 謝 料 の賠 償 を 認 め た。

14東 巧(iギ石'卜1」II不II61{r101J141i

Y社 の 代 表 者AはXを 幹 部社 員 と して 登 川 す べ く交 渉 して いた が,交

渉 が 進 む に つ れ,Xに 対 し不 信 感 を抱 くよ うに な っ た。 と こ ろ が,Xは

確 実 に 人 社 で き る も の と誤 信 して 勤 務 先 に 辞 表 を 提IIIし,他 ノ∫,Aは こ

の こ と を`1撃前 に 知 っ て い な が ら,Xに 何 ら的 確 な 情 報 をr-1え な か っ た た

め,Xは 従 前 の 会 社 を退 社 したが,結 局Yに も人 社 で き な か った 。 そ こ

で,Xは 雇 川 契 約iの 債 務 不 履 行 ま た は 不 法 行 為 に 基 づ いて 損 害 賠 償 を

請 求 した 。 裁 判 所 は 契 約 の 成 、窟五お よ び 不 法 行 為 責任 は 否定 した が,Xの

弁 論 の趣 旨か ら信 義 則 違 反 のi一張 を 読 み取 った ヒで,YはXの 雇 川 問 題
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について現在いかなる方針を抱いているか的確な情報を提供 し,Xが 自

分の行動を再検討す る契機を'1一えるべき義務を怠 ったとして,逸 失利益と

慰謝料の賠償を認めた。仙し,契 約準備段階で前職を退職する必要は必ず

しもなかったとして,過 失相殺7割 とした。

15flll台i笥1{ljll召不1!63イi三5JJ30il

Xは 私 、裟学 校Yの 高 校 移 転 計 画 を 聞 きつ け,校 長Aと 折 衝 し,Aが 川

地 買収 の 斡 旋 の 依 頼 文 井を 交 付 した の で,r一 地 を 買 収 す るな どの 準 備 行

為 を 行 っ た と こ ろ,Aに は そ の よ う な締 約 権 限 は な く,ま たAの 当 初 の

見込 み とは 裏 腹 に,代 表 者 た る理 事のi司意 が 得 られ な か った た め,計1由iは

頓 挫 した。 そ こで,Xはi三 位 的 に 委 託 契 約 の 成 ㍍を理 山 に,ま たr備 的

に 不 法 行 為 を 理 山 に,YとAに 損 害 賠 償 を 請 求 した 。 裁 判 所 は,契 約 の

成 、玩は 否 定 した が,Aは 学 校 用 地 取 得 の た め に"i然 必 要 と され る法 人 内

部 の 諸 手続 を経 ず,白 己 に代 表 権 が な い にか か わ らず,そ れ を 秘 して,将

来 所 定 のT一続 を 無 事経 る こ とが で き る で あ ろ う と の安 易 な 見 込 み の 元 に

Xと 協 議 を し,Xに 委 任 契 約 が 成 、[五した もの と の 認 識 を抱 か せ て 種 々の

活 動 な い し川 費 を させ た こ と は,法 人 の 理 肇 と して その 職 務 を 行 う につ い

て 通 常 必 要 な 注 意 義 務 を 欠 い た 過 失 に よ り第 モ者 た るXに 対 して損 害 を

生 じ させ た もの と い う こ とが で き る と して,Aは 本 人 と して709条,Y

は 民 法44条 に よ り損 害 賠 償 責 任 を 負 う と し,ヒ 地 代 金,そ の他 の 費 川 に

つ いて 賠 償 を 認 め た。 な お,Xは,川 地 取 得 の契 約 を結 ぶ 直 前 頃 に は,A

に代 表 権 が な く,Y内 部 に お け る所 定 のT一続 を踏 む こ と が で き る か につ

いて 疑 いが もたれ る状 況 で あ る こ と を察 知 して い た に もか か わ らず,右 契

約 を 締 結 して 内 金 を 支払 い,残 代 金 に つ い て も,Yが 　:1也取 引 を強 く拒

否 して い る とい う 州 青を 知 りな が ら,も は や 川 地 売 買 契 約 を 解 消 で きな い

との 判 断 の ドに あ え て そ の 支 払 い を 済 ませ て お り,損 害 の 発 生 と拡 大 に つ

い てXに も過 失 が あ る と して,過 失 相 殺2割 と した。
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契約締結交渉の 不'11破棄にお ける責任q)

16東 京 地 判 昭 和63'1=7111日

ICI楽器 を 開 発 したXは,Yか ら甲 楽 器 の 独 占販 売 委 託契 約 のlli込 を 受

け,以 後,両 者間 で 交渉 を続 け,契 約 締isを 期 待 して 本 格 的 な 販 売 活動 を

控 え て い た と ころ,そ の 過 程 でXか ら111楽器 の納 入 を何 度 か 受 け て い た

こ とを 奇貨 と して,Yは 甲楽 器 と機 能,構 造 を 模 倣 した 乙 楽 器 を 制 作 し

てXと の 交 渉 を 打 ち 切 り,Yは 乙 楽 器 が あ た か もYがXに 先 駆 け て 独

白 に 開 発 した 製ll"1iであ る 旨を 宣 伝 し販 売 を 開 始 した 。XはYに 対 し,不

正競 争防 止法 に 基 づ く請 求 と不 法 行 為 にr,つ い て 損 害 賠 償 を 請 求 した。 裁

判所 は,Yの 一 連 の 行 為 はXを 黙 示r.くJに欺ICJし,Xが 甲楽 器 の 開 発 者 と

して他 社 に 先駆 け て 甲 楽 器 を 本 格 的 に宣 伝 販 売 し得 た で あ ろ う機 会 を 不,,

に 奪 っ た ヒ,乙 楽 器 を 大 々 的 に 販 売 してXの 営 業 ヒの 利 益 を 故 意 に侵 害

した もの で あ り,不 法 行 為 を 構 成 す る と して,甲 楽 器 を販 売 して いれ ば得

られ た で あ ろ う利 益 に つ い て 賠 償 を 認 め た 。

(否定 判 決)

1黍ll{1嗣上也半1」ノ」、倉 支f㌣i≦ll召不li51il:61」2111

Xら は,Iilli∫ の 公 営 住 宅 人1,1}の際,illl1∫ 職 員 か ら将 来 の 払 い ドげ を 示

唆 され,使 用 ヒ白 己所 イ∫家 屋 と 同様 の 配 慮 が 望 ま しい 旨 の 告 知 を受 け た の

で,右 建物 を そ の よ う に管 理,改 造,増 築 し,道 路 を補 修 して電 気 ガ ス灯

の 設 備 を す る等 の 出費 を し,Ill市 議 会 で 右建 物 等 の払 い ドげ 承 認 の議 決 を

得,所 用 手続 が 未rだ っ た と こ ろ,甲 市 と合 併 を したY市 は 右 建 物 を払

い ドげ な い 旨をXら に通 告 した た め,Xは1三 位 的 に 契 約 成 、/_に基 づ く所

有 権 移 転 登 記 手続 を,r備 的 に契 約 締 結 ヒの過 失 と不 法 行 為 を理 山 に 出 捕

の 賠 償 を求 め た。 裁 判所 は,不 法 行 為 責 任以 外 に契 約 締 結 ヒの 責 任 が 存 在

しう る こ と は 認 め た もの の,甲 市職 員 の した 告 知 は,公 営 住 宅 の 入 居 者 と

して.i.i然あ る べ き心 構 え を 注 意 し通 告 す る趣 旨を 出 る もの で は な い ヒ,右

告知 は売 買契 約 締 結 の 準 備 開 始 以 後 に 行 わ れ た もの とは い え な い か ら,契
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約締結 ヒの責任を問いえないとして,請 求を棄却 した。

2東 京地 判 昭和57年2月17日

Y2か ら1地 買 収 を 依 頼 さ れ たY1は,Xら 所 イ∫の 本件 ヒ地 建 物 お よ び

LPGス タ ン ドの 買 収 交 渉 を 行 い,Y1は 仮 契 約ll}に 記 名捺 印 し,[E式 契 約

締 結 の 日程 を定 め,細 部 の 協議 が 整 った が,地 役権 な い し高圧 線 の 存 在 が

使 用 の 障 害 と な る こ とが 明 らか に な っ た た め,Y2が 契 約 締 結 を 拒 否 した 。

XはYら に 対 し,売 買契 約 ま た は仮 契 約iの 債 務 不 履 行 に 基 づ く損 害 賠

償 を 請 求 した。 裁判 所 は,仮 契 約 が結 ばれ て い る以 ヒ,'11事 者 はlllい に売

買 契 約 に持 ち込 むべ き 具体 的 細 部'1`項 につ い て誠 実 に 交渉 を なす べ き義 務

を 負 うの で あ り,il:式 契 約 の締 結 を拒 否す れ ば,右 誠 実 交渉 義 務違 反 に よ

る債 務 不履 行 の 責 め を 免れ な い と しなが ら も,地 役 権 な い し高圧 線 の存 在

につ い てXが"i初 か ら説 明 して い れ ば,Yら と して は 契 約 締 結 を 差 し控

え る11∫能 性 は ト分 に あ っ た と して,こ れ を 理 山 とす るYの 締 結 拒 否 に は

il:.,iな理 山が あ る と して,請 求 を 棄却 した。

3看 〉と半1川/111不li58イ「121」61i

Y市 は,Xか らの 道 路 用 地 買 収 に 当 た って,道 路 の 敷地 と な らな い 残

地 はXに 優54:;tt勺に払 い ドげ る と説 明 した た め,Xは そ の 場 所 で営 業 を 再

開 す る まで の 準 備 と して,近 隣 の ヒ地 お よ び店 舗 を 買 い受 けて 営 業 を続 け

て い た が,結 局 払 い ドげ はな され ず,別 人が 交 換 に よ って 同 ヒ地 を 取 得 し

て しま った 。 そ こ で,Xはi一 位 的 に 債 務 不 履 行 責 任 に/,づ き,」 つ備 的 に

不 法 行 為 責 任 に 基 づ き損 害 賠 償 請 求 を した 。 原 審 は,Yは これ ま で の 払

い ドげ実 例 に お け る取 り扱 い お よ び 信 義 則 に従 って,Xに 優 先 す る 者 が

い な い と き は1司 ヒ地 をXに 払 い ドげ る 義 務 を 負 う と して,不 法 行 為 責 任

の 成 疏を 認 め た 。 最 高 裁 は,Yの 説1リ1によ ってXが 信 じた とす るXがi

地 の 払 い ドげ を 受 け う る地 位 な る もの は,Yの 従 来 の 一 般 的 取 り扱 い に
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契約締結交渉の 不"i破 棄におけるt'i1TI11

よれば,右1二 地が将来道路敷地の残地 とされて払い ドげられる場合には,

他に優先者がいなければ,Xが 買収協ノJ者と して,か つ1:地 の隣接所イ∫

者として,右i地 の払い ドげを受けうる可能性が高いという程度のかな り

不確定要素を含む事実1:の 期待利益でしかな く,ま た別人が同 ヒ地を交換

により取得したのは,Yの 道路川地獲得 手段 としてされたものであって,

行為の態様,程 度の面か ら違法性を有するとはいえないとして,請 求を棄

却 した。

4東 京地判昭和58年12)119日

XとYは ソ連産の木材の継続的取引につき合意 し,数 量・代金などに

ついては別途協議することにしたが,そ の後,YはXの 資産 ・経営状態

の悪化を知り,個 別的売買の締糸Illを拒絶 したため,供 給を受けられなかっ

たXは 倒産 した。そこで,XはYに 対 して債務不履行による損害賠償を

請求 した。裁判所は,右 合意を,一 一定の要件の ドに最終的合意をすべき中

間的合意にすぎないとして,個 別的売買の締結義務の不履行はないとする

とともに,Xの 資産 ・経営状態の悪化 という事態が次々とYに 判明 して

いった状況 ドにおいて,Xと の間で個別的売買契約を締結 してソ連材を

引き渡 したとしても,そ の売買代金の支払いが確実に実行されることを期

待できないとYが 考えるに至ったことは無理なからぬことであ り,締 結

の拒絶は信義則(一やむを得ない措置であったとして,請 求を棄却 した。

5東 京地判昭和59年11J26日

Xは,Yの 新r_場 の建設 ・移転計画に関 し地元漁民との間で生 じてい

た漁Dili償 問題を地元の有ノJ者Aが 解決す る見返 りに,Aが1事 選定権

限をYか ら取得 した旨の話を聞き,Aを 仲介者として,建 築請負契約に

つきYと 数回面談を した結果,Y代 表者は20億PJ相 当のIJ{をXら に

発注する確約をしたため,発 注を受けられると誤信 したXはAに 仲介料
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を支払 ったが,発 注は人札によるもので,結 局Xは 落札できなか った。

そこで,Xは 不法行為を理山にYに 仲介料の賠償を求めた。裁判所は,

XY間 はいまだ契約準備段階に入ったとはいえず法的に保護されるべき状

態にはな く,数 回の面談で多額の1事 を競争によらない方法で受注できる

と考えたこと白体が軽率のそ しりを免れないとして,請 求を棄却 した。

6東 京地 判II{和59'1=31127目

XはYか らマ ン シ ョ ンの 外 壁 吹 付 塗 装i事 を 依 頼 され て 見 積ll}を 提 出

す る 等 して 話 し合 い を した が,YはXに 対 し,元 請 けで は な く ド請 けで

1:'拝を して 欲 しい 旨巾 し入 れ,Xが 拒 否す る とYが 話 し合 い を打 ち 切 っ

た 。 そ こ で,Xはi三 位 的 に請 負 契 約 の 解 除,並 備 的 に 不法 行 為 に),つ い

て 損 害 賠 償 を 請 求 した 。 裁判 所 は,契 約 締 結 交 渉 に人 った'1111堵 の 一・方が

契 約 の 締 結 を 拒 否 した 場 合 にお いて は,締 結 を 拒 否 した'li事 者にr{Hy,-11・しい 信

義 則 ヒの義 務違 反 が あ るな どの場 合 の み,不 法 行 為 が 成 、γす るの で あ って,

重 要5拝項 に つ いて 合 意 が な く,Xの した 準 備 もXの 一方 的 な 思 惑 の も と

に な され た もの と判 断 され,こ の 段 階 で は い まだ 契 約 成 ㍍の 期 待 を 法 的 に

評 価 しう る まで に は 至 って い な い と して,請 求 を 棄 却 した(詳 細 は 不 明)。

7大is反1:篭 半1」II不n59{r101」261i

Y町 は 災害 復 旧 ゜j`業の た め 私 イ∫地 の 買収 を1;hllllし,Xと ヒ地 売 買 の仮

契 約 を締 結 して 一r一付 金 も 支払 った が,そ の 後,新 町 長 が 町議 会 に 右 私 イ∫地

買収 議 案 を 提 出 した とこ ろ,否 決 され たた め,本 契 約 が 締結 され なか った 。

そ こで,Xは 新 町 長 に 不 法 行 為 責 任 を 追 及 す る と と も に,Y町 に 対 して

は,1:位 的 に仮 契 約 の 不履 行 を理 山 と して,r'Viii的 に契 約 締 結 ヒの 過 失が

あ るの で 契 約 責任 ま た は不 法 行 為 責 任 を 免 れ な い と して 損 害 賠 償 を 請 ♪Rし

た 。 裁 判 所 は,Yに お い て,議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば 本 契 約 を 締 結 し得

な い もの で あ る 旨を 説 明 しな け れ ば な らな い義 務 が 生 じて い た とは い い が
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契約締結交渉の 不'i1破棄における責任(D

た い と して,い ず れi三張 も棄却 した。

8東 京 地 判 昭 和61年7月2511

Yは 場 外 馬 券 売 場 建 設 を 民 間 に 委 ね,完 成 建 物 を 賃 借 す るr定 でAと

共lld`}僕 の 交渉 を し,'拝 業i三体 と してAが 設 立 したXと の 間 でXが 建 物

を 建 築 してYに 賃 貸 し,Yは 建 築 協 力 金 をXに 融 資 す る 旨 の 計 画 案 が 合

意 され,YはXに10億 円 を融 資 したが,そ の 際,YはXに リス クはXY

間 でh.分li.分 に 負担 す る 旨の 発 言を した。 結 局,地 元 住 民 の1司意 が 得 られ

ず,計 画 が 挫 折 してXは10億 円 を返 還 した。XはYに 対 し,1:地 売 買

差 損,借 入利 息 そ の他 の 諸経 費 につ い て,共II羽 僕 契 約 の 破 棄 に よ る債 務

不履 行 責任,不 法 行 為 に),!;つく損 害 賠 償 を 請 求 した 。 裁 判 所 は,契 約 の成

、/.を否 定 したiで,数 々の 場 外 券 売 所 建 設 事業 の 経 験 を 有 す るYと して

は,Yを 全 面 的 に 信 頼 して 依'(1一す る状 態 で あ っ たXに 対 し,経 験 の な い

Xが 失 敗 の 場 合 に も損 失 分 担 を 得 られ る もの と誤 解 す る こ との な い よ う

にi確 な情 報 をr-1一え て 共 同 事業 契約 の 内 容 を 検 討 す る機 会 を'∫え,原 告 の

誤 解 を 避 け る信 義 則 ヒの 義 務 を 負 って い た と しな が ら も,Yの 説 明 は誤

解 を招 くよ う な もの で は な く,ま た 実 際Xは 誤 解 して い な か っ た こ と,

契 約 が 不成 、裟に終 わ ったi三た る理 由 は 地 元 住 民 の 反 対 運 動 で あ る こ と を理

山 に,不 法 行 為 責任 も否定 し,請 求 を 棄 却 した。

(2)'ド 成 元年 か ら`{'一成9年 まで(第2期)

Gi,定 判例)

17京 都地 判'r成 元 年1月2611

Yは 仲 介 業 者Aに 不動 産11収 を 依 頼 し,買 付 証1リIE'も 発 行 した の で,

AはXと 交 渉 を 進 あ た が,Xが1}L期 締 約 を1三張 した た あ,Yと 相 談 し,

判 乾はAがXか ら不 動 産 を 買 い取 り,そ の 後,Yに 転 売 す る こ と と した。

と こ ろが,XがAと 契 約 を締 結 した 後,Yは 転 売 を 拒 絶 した の で,資 ノJ
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の な いAは 代 金 支払 が 不 能 と な った。 そ こで,Xは 契 約 を 解 除 してAに

違 約 金 を請 求 す る と と もに,債 権 者代位 権 に よ り,i三 位 的 に 転売 契 約 の成

疏を 根 拠 に,r備 的 に 信義 則 ヒの 賠 償1!任 を 理 山 に,AがYに 対 して 有

す る損 害 賠 償債 権 の 代 位 行 使 をi三張 した。 裁 判所 は 転売 契 約 の 成 、刀ま否定

した が,他 のis張 を 認 め,Yは 白 己の 仲 介 人Aに 違 約 金 の定 め が あ る売

買契 約 をXと 締 結 す る こ と を'1硝i∫にr承 す る こ と に よ り,Aに,AY問

に ヒ地 売 買契 約 が 成 、,./_する と信 頼 させ て お き な が ら,IE当 な理 山 な く一 方

的 な 翻 意 に よ りAと の売 買 契 約 を 不 成 、ヱに 至 ら しめ た と して,信 義 則 ヒ

の義 務違 反 を理 山 に違 約 金 相 当額 の 賠 償 を 認 め た。

18東 刃ξil篭半1」'r1戊ノL'1-41」141[

薬局 経 営 者 のXは 医療 法 人Yの 理`1`Aと 医 薬分 業契 約 を 企 画 して 交渉

を 開 始 し,Aの 援 助 や奨 励 に),1づ き,Xは 店 舗 を 借 り人 れ,内 装LBI事 を

した り,資 金 の 融 資 契 約 を結 ぶ な ど の 薬 局 開 設 準 備 を した。 と こ ろが,A

の思 惑 と相 違 し,Y側 の理'1`会 で は 右契 約 は 時 期 尚iiしとの 結 論 が 出 され,

AはXに 実 施 しな い 旨を 表 明 した 。 そ こで,XはYに 対 し,i三 位li勺に医

薬 分 業 契 約 の 履 行 不能,」 り備 的 に 契 約 締 結 ヒの 過 失 を根 拠 と してYに 損

害 賠 償 を 請 求 した。 裁 判 所 は契 約 の 成 、アは 否 定 した もの の,Yは 理 事 会

に お け る医 薬 分 業 問 題 の 議 論 の 推 移 をXに 伝 え,そ れ に応 じた 対 応 策 を

講 ず る よ う勧 告 す る な ど して,Xに 無 川 の準 備 や 出`ttを させ る こ との な

い よ うに措 置 す べ き義 務 が あ るの に これ を怠 った と して,信 義 則 ヒの 注意

義 務違 反 に1,つ く諸経 費 の 賠 償 を 認 め た。

19大 阪 高 判blそ成 元 年6月291i

ス ポ ー ツ川 品 店Xは,ス ポ ー ツ用 品 の デ ィ スカ ウ ン トシ ョ ップ 経 営 の

Yの 大 型 店 舗 進 出 に 危 惧 を抱 き,地 元 商i会 に 調 整 を求 め た と こ ろ,Y

側 か ら店 舗 へ の 移 設 の 話 を持 ちか け られ,そ の 概 略 に つ い て 合 意 を し,
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契約締結 交渉 の不 当破 棄における責1F111

「店 舗 を 併 設 し,共1司 で 営 業 を行 う」 との 、1}面も受 け 取 っ た の で,契 約 の

成 ㍍を 確 信 し,店 舗 へ の 移 設 を 取 引 先 に発 表 した り,商 品 の 発 注 や 従 業員

を 雁 川 す るな ど,準 備 を 行 った 。 と ころ が,Yは1'1己 の 店 舗 を 開 設 す る

や,Xと の 締 約 を理111も な く拒 絶 した の で,Xは 第 一 に 契 約 の 成 、軍五を 理

山 に,第:に 信 義 則 ヒの 注 意 義 務 違 反 を 理IIIに,Yに 損 害 賠 償 請 求 を し

た 。 裁 判 所 は 契 約 の 成 、アは 否定 した もの の,Yは,Xが 契 約 締 結 を 強 く

望 み,契 約 の 詳 細 につ い て 交 渉 を求 め て い る に もか か わ らず,そ の 後,契

約 を締 結 で き な い理 山 等 に つ い て 何 ら説 明 もせ ず,Xの 交 渉 継 続 の 中 し

出 に対 し明 確 な返 答 をす る こ と さえ もな く放 置 して,'ド 実 ヒ契 約 締 結 を 拒

否 し,そ の結 果Xに 損 害 を 被 ら しめ る に 至 った の で あ るか ら,Yは これ

を賠 償 す る義 務 を 負 う と して,人 件 費 や 交 渉 費 川 な どの 賠 償 を 認 め た 。

20最 判'ド成2年7115日(第1審:東 京 高 判 昭 和62年3月111,第2

審:東 京地 判II和60'1=7)130【i)

マ レー シ ア 国籍 のXと 日本 商 社Yは,イ ン ドネ シ アで の 林 業 合 弁 匹1僕

を 計i由iして 交 渉 を 重ね,株 式 売 買 契 約 お よ び合 弁 事 業 につ いて の),本 契 約

を締 結 す る等 の 合 意 が,IF面 化 され,株 式 売 買契 約 井 お よ び 合弁 事 業 の 協定

,1}案が 作 成 され て 署名 され る こ と に な っ たが,署 名 に は 至 らな か っ た。 そ

の 後 の 交 渉 も進 展 せ ず,Xが 逮 捕 され た こ と もあ って,結 局 交 渉 は 破 談

とな っ た。 そ こ で,XはYに 対 し,1三 位 的 に 本 件 契 約 お よ び 協 定 の 債 務

不 履 行,」 ワ備 的 に 不法 行 為 に 基づ き損 害 賠 償 を 請求 した。 各 裁 判所 と も,

契 約 の 成 、γは 否定 した が,YはXに 本 件 契 約 な い し協定 が 確 実 に 成 、置%.す

る もの と の 期 待 を 抱 か せ る に い た った 以 ヒ,Yと して は 契 約 締 結 に 向 け

て 誠実 に 努 力 す べ きf,議 則 ヒの 義 務 を 負 う にい た った もの とい うべ きで あ

り,契 約 締 結 の 中il:をil:'ii視す べ き特 段 の1拝情 の な い限 り,締 結 を 一づ∫的

に 無 条 件 で111止 す る こ と は 許 され な い と こ ろ,Yが 締 結 を 中 止 した の は,

木 材li∫況 の低 落 がi三た る理Lllで あ るか ら,特 段 の`}事情 に.,iた らな い と して,
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不 法 行 為 責 任 の 成 立を 認 め,事 務 所 の 賃 借 料,林 区 の 調 査 費 川,交 通 費,

宿 泊 費,i　 '1't,代理 人 に 対 す る報 酬 な ど賠 償 を 認 め た。

21大 阪地 判'F成2年10月12日

Xは 銀 行 約 定 を締 結 して い るYに 対 し,B銀 行 で 手形 決 済 す べ き 資 金

の 一一部 につ き,T一 形 割 引 に よ る融 資 を 求 め て折 衝 した1:果 ,保 証 人Aを

た てて 保 証 意 思 の確 認 と保 証 約 定 蒔が得 られ れ ば 手 形割 引 を実 行 す る こ と

に な り,Aの 署 名 捺 印 の あ る保 証 約 定 、韮}をYに 持 参 す る途 中,YはBの

タ イ ム リ ミ ッ トの 巾人 れ に対 して仕 方 な し と返 答 を した た.一 形 が 不 渡 と

な り,Xは 新 規受 注 が 受 け られ な か った。 そ こでXはYに 対 し,T一 形 割

引r約 また は停il:条 件 付 割 引契 糸勺 ヒの 義 務 違 反,信 義 則 ヒの 義 務 違 反 に よ

る損 害 賠 償 を 請=kし た 。 裁 判 所 は,YはBに 融 資 の実 行 可能 性 が 高 い こ

との 具 体 的 状 況 をil:確 に 伝 え,Xが1る ま で の 間,不 渡 処 分 の 猶rを 求

め るべ き信 義 則 ヒの 注 意 義 務 が あ り,被 告 はそ れ を 怠 った と して,受 注 済

み お よ び 受 注r定 のL事 の 得 べ か り し利 益 と慰 謝 料 の 賠 償 を 認 め た 。 も っ

と も,Xが も と も と資 金繰 り に1・?慮し,毎 月 末 に 金 融 機 関 か らの 融 資 を

受 けて は 決 済 して お り,Yか ら資 金 繰 りに 対 し不安 を 抱 か れ,追 加 担 保

を 要 求 され る状 況 に あ った の に,Xは 希 望 さえ す れ ばYが 手形 を1肖ち に

割 り引 い て くれ る もの と安 易 に 考 え,多 額 の 手形 の 割 引 依 頼 を 決 済 日の 直

近 に な って 行 い,Yが 追IJII担保 を 求 め た の に 対 し,担 保 価 値 の 少 な い物

件 を提 示 す る な ど,1彬 割 引 に 係 る 折 衝 の 時 期 が1一形 決 済 期 限 に 極 め て 切

迫 した こ と に つ い てXに 人 方 の 原 因 が あ り,こ れ が 不 渡 を 発 生 させ る 少

な か らぬ 要 因 とな っ た もの と認 め られ,さ らにXに お い て 融通 丁一形 を 交

換 し既 に 企 業 と して 資 金 調達 能 力rl体 が 相 当脆弱 化 して い た こ と も窺 わ れ,

Xが 倒 産 す る に い た っ た に つ いてXの 寄 与 にか か る 部 分 も軽 視 で きぬ も

の が あ り,諸 般 の3拝情 を 考 慮 す る と,不 渡 に よ り生 じた 財 産 的 損 害 を 全 淵l

Yに 負担 さ せ るの は 公'Fの 理 念 に照 ら し季li当で は な い と して,過 失 相 殺9
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契 約 締 結 交 渉 の 不'且～破 棄 に お け る,.li任q)

割 と した 。

22東 京 地 判'ド成2年12月25日

賃 借 建 物 を 買 い 受 け たXは,賃 借 人Yに 対 し,甲 建 物 へ の 移 転 を111し

入 み,Yがr承 した の で 建 物 を取 り壊 して 敷地 をAに 売 却 す る こ と と し

て 手付 金 を受 領 した が,Yが 翻 意 して建 物 を明 け 渡 さ な か った た め,A

へ の 手付 金返 還 と違 約 金 の 支払 い を 余 儀 な く され た と して,Yに 対 し,

建 物 の 明 渡 しとis位 的 に 合意 の債 務不 履 行,ア 備 的 に 不法 行 為 にJ,つ く損

害 賠 償 を 請 求 した 。 裁 判 所 は,Yが 専 門 の 不動 産 業 者 で あ る こ と も 考慮

す れ ば,軽 々 に明 け渡 しの期 限 を,n.r:し た り当該 物 件 を売 りに 川 して よ い

な ど と,ぞ明 して,こ れ を 信 じたXが 顧 客 との 間 に物 件 につ き 新 しい取 引

に 人 り,万 が 一・合 意 が 成 ㍍ しなか った場 合 に不 測 の損 害 を被 る こ とが な い

よ う注 意 す べ き信 義 則 ヒの 義 務 が あ った と し,か つYは ト分 な 営 業 補 償

が 得 られ な い こ とを 不 満 と して 翻 意 した もの と認 あ られ る もの の,翻 意 の

時点 が 唐 突 で あ り,営 業補 償 を望 む の で あれ ば それ な りの交 渉 の仕 方が あ っ

た と い え るの で あ るか ら,Yに はIE当 な'1事山が あ った と も考 え られ な い

と して,不 法 行 為 責 任 の 成 、乞を 認 め,Aに 支払 っ た 違 約 金,印 紙 代 な ど

の賠 償 を 認 め た 。 とは い え,明 渡 しの 期 限 が 迫 っ て い た の で あ る か ら,X

が 不動 産 業 者 で あ る こ とを 考 え る と,明 渡 しを 待 って か らil:式な 売 買契 約

を締 結 す る とか,T一 付 金 の 授 受 は しな い こ とに す る等 の 配 慮 す べ き注 意 義

務 を 負 って い た の で あ って,注 意 義 務 を 尽 くさず 漫 然 と契 約 を 締 結 した 点

に過 失 が あ る と して,過 失 相 殺8割 と した 。

23東 京地 判'1`一成3年6月191i

銀 座 の クラ ブの 雇 わ れ マ マXは,Yが 新 規 開 設r定 の ク ラ ブ の マ マ に

な るよ う勧 誘 され,そ れ まで の 勤 め を 辞 め た が,入 店 直 前,一 一定 の 資 格 の

あ る 保 証 人 を 、'五て な けれ ば 契 約 で きな い と人 店 を 断 られ た の で,is位 的 に
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業務委託契約 ヒの債務不履行を,r備 的に契約締結 ヒの過失に基づき損害

賠償を請求 した。裁判所は,契 約の ド要な点において合意がなされ,信 義

則 ヒ有効に契約を成 、/.させるべきであるのに,契 約直前になって,当 初r

定されていない条件を提起 し,そ の履行がなければ契約の成 、アを拒むなど

信義に反する行為が行われた場合には,こ の行為者はイ∫効な契約を信じた

ことによる損害を賠償する義務があるとして,後 者の請求に基づき挨拶状

の印刷代等の損害の賠償を認めた。

24東 京地 判'1勺戊5年1月26日

Xは 建 築 ア定 の ワ ンル ー ム マ ン シ ョ ン付 き ヒ地 の 買i三Yと の 問 で ヒ地

を売 却 す る 交 渉 を 進 め,協 定 も締 結 した が,そ の 後Yが 協定 を 解 除 した

た め,XがYに 対 して,i三 位 的 に 売 買契 約kの 債 務 不履 行 また は不 法 行

為 を,r備 的 に契 約 締結 に つ とめ るべ き 信 義 則 ヒの 義 務 違 反 を 理 山 に 損 害

賠 償 を 請 求 した。 裁 判 所 は,協 定 が 国 ヒ法 ヒのT一続 きを 前 提 に して 締 約 す

る との 内 容 で あ った た め,売 買 契 約 の 成 、忙は 否 定 した が,協 定 が 成 、`∠した

段 階 で は,不 確 定 要 素 が 残 って い る もの の,売 買llHi格や 支払 方 法 はn.,・.:IIu.に

達 して い る ヒに,協 定 成 、ア後II晋〔ち に建 物 の 建 築 確 認 申r:TiiflJ"続を 行 う こ とが

定 め られ て い たの で あ る か ら,本 協定 の 成 疏に よ り,XYは 協定 に沿 った

契 約 の締 結 に向 け て 緊 密 な 関 係 に ㍍つ に い た った の で あ り,YはXの 財

産 等 に 損 害 をJ一え な い よ う に配 慮 す べ き信 義 則 ヒの 義 務 を 怠 った と して,

不 法 行 為 に),づ きXが 費 や した 建 物 の 設 計 管 理 費 の 賠 仁鷺を 認 容 した 。

25大 阪地判'r成5年6月18目

Yが 仲介業者を通 じて建物の賃借人を募集 したところ,永 住資格を有

する在n韓 国人Xが その仲介業者と接触 し,契 約条件について合意 し,

重要猛項説明、1}等の交付を受け,]M寸 金も支払い,引 越準備 も始めたが,

Xが 在口韓国人であることを理山にYが 人居を拒否 した。そこで,Xは
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契約締結 交渉の不 当破棄におけ る41TrI11

契 約 成 、Zを前提 に,賃 借 権 の 確 認 と建 物 の 引渡 しを,ま た 不法 行 為 に 基 づ

く損 害 賠 償 を 請 求 した。 裁 判 所 は,契 約 の 成 、刀 ま否定 した が,Yは 仲 介

業 者 を 利 川 して 広 く契 約 の 相 丁=/iを 募 る と い う 利 益 を得 て い る と ころ で あ

る か ら,他 ノ∫で 仲 介 業 者の 、鋤 を信 頼 して行 動 した 者 に 対 す る 関 係 で は,

仲 介 業 者 をYの 履 行 補助 者 にiTi_ずる 者 と して.'1'11111するの が 相'ijで あ る か

ら,仲 介 業 者 とXと の 間 で 契 約 交 渉 が 相'i奄程 度 進 行 し,Xが 契 約 の 成 、`五

を 確 実 な もの と期 待 す る に い た っ た以 ヒ,Yが 合 理 的理 由 な く締 約 を 拒

絶 した こ とは 不 法 行 為 に あ た る と して,引 越 の 解約 に よ る違 約 金 と慰 謝 料

の 賠 償 を 認 め た 。

26祐{i祠 ボ石半r」'1勺戊5イ1三61J30日

XはYら と ヒ地 売 買 の 交 渉 を し,Tr:要 部 分 に 合 意 し,売 渡 お よ び 買 受

の 請,tも 授 受 した が,締 約 前ll,Yら に 権 利 証 が な い こ とが 発 覚,交 渉

を や りlll{し,再 度 合 意 を した が,締 約 口に な ってYら が締 約 を 拒 絶 した。

XはYら に 対 し,i三 位 的 に 契 約 に 基 づ く移 転 登 記 手続 を,」 与備 的 に 不 法

行 為 に基 づ く損 害 賠 償 を請 求 した。 裁 判所 は,契 約 の 成 、アは 否 定 した が,

契 約 締 結 の 準 備 が こ の よ う な段 階 に ま で い た った 場 合 に は,Xの 期 待 を

侵 害 しな い よ う に誠 実 に契 約 の成 、!.に勤 め る べ き 信義 則 ヒの 注 意 義 務 に 違

反 した と して,il_"iな 理 山 な き締 約 拒 絶 を 不法 行 為 と し,決 済 資 金 借 入 の

利 息 や 登 記ql請 費111等 の 賠 償 を 認 め た。

2711,J:上 也'Hl・1え1戎6islIJ241i

XはYと の 間 で リゾ ー トマ ン シ ョ ンの 建 築 ・分 譲 をIi的 とす る ヒ地 建

物 の 売 買 契 約 の 交渉 を進 め,協 定 を締 結 す るに 至 った が,マ ンシ ョ ン市況

の 悪 化 に よ り採 算 が 合 わ な い こ と 及 びXの 建 築 確 認 の取 得 が 遅 延 した こ

と を理 山 と して,Yは 売 買 契 約 の 締 結 を 拒 絶 した の で,Xは 売 買 協 定 ヒ

の 債 務 不履 行 に),!;つく損 害 賠 償 を 請 求 した 。 裁 判 所 は,右 協定 が 国L法 ヒ
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の 手続 き を 前提 と して い る こ と か ら,r約 で あ る こ と は 否定 したが,協 定

に 反 し,Yが 正 当 な理 山 も な く拒 絶 した こ と を 信 義 則 ヒの 義 務 違 反 と し

て 設 計 計Illli費の 士員害 賠 償 を 認 あ た 。 も っ と も,Xに も建 築 確 認 の取 得 が

遅 れ た過 失 が 認 め られ る と して,過 失相 殺2割 と した。

28東 京 高 判'ド成6年2月lIi(東 京地 判'ド成4年1月271i)

Xが ヒ地 分 譲 を受 け て 新L場 を 建 設 す べ くYに 融 資 を 求 め た と こ ろ,

Yは こ れ に応 じ,融 資 証 明,1}も 交 付 し,支 店 長 が 送 金確 約 の'":inIIを

した の で,Xは に場 川 地 の 譲 渡 巾 込 を し,L場 建 設 の 請 負 契 約 の 発 注 を

した の に,Yは 結 局 つ な ぎ融 資 に しか 応 じず,一 ・方的 に 融 資 拒 絶 を 通 告

して き た た め,Xは 新 設 計 画 中il:を 余イ義な くされ た。XはYに 対 し,融

資 契 約 ヒの債 務 不履 行,不 法 行為 に 基づ い て損 害 賠 償 を請 ♪kした。 裁 判 所

は,企 業 と メ イ ンバ ン ク と して取 引 を継 続 して き た銀 行 が,企 業か ら新 規

に計 画 した'J}に つ い て必 要 資 金 の融 資 のlli込 を受 け,計 画の 具体 的 内容

をr知 した以 ヒ,企 業 と 消 費 貸借 契 約 の瑠1テ結 に 向 け て 交渉 をT:ね て い る途

中 で あ り,契 約 が 成 、'五した と は い え な い段 階 に お い て で あ って も,貸 出 条

件 につ い て 具体 的 な 合意 に達 し,銀 行 が 右 条件 に),つ く融 資 をす る 旨 を記

載 した融 資 証1リjllFを発 行 して融 資 の 明確 な約 束 を した場 合 に お いて,融 資

契 約 が破 棄 さ れ る と き に は,企 業 の 新 規`1`業ll卜phjの実 現 が 不 　」能 も し くは

著 し く困 難 とな り,企 業 が 融 資約 束 を信 じて 計phjを実 現 す る た め に と っ た

第 こ者 と の契 約 も し くは これ と実 質rl勺に 同 視 で き る法 律 関 係 等 の措 置 を解

消 す る こ とが 余儀 な くさ れ る 等 し,こ の た め 企 業 が損 害 を 被 る こ と に な る

`1`情が あ り
,し か も銀 行 が こ の よ うな`1嚇 を 知 りま た は知 りうべ き で あ る

に もか か わ らず,一 ノ∫的 に融 資契 約 を破 棄す る行 為 に 出た と き に は,取 引

ヒ是 認 す る に足 りるiE当 な`1事山が あれ ば格 別 そ うで な い限 り,銀 行 は 企 業

が 損 害 を被 った と きは 不法 行 為 に),づ き これ を賠 償 す る 責任 と負 う と して,

計 画 断 念 に よ る ヒ地 売 買 差 損,各 種 のT=続 費 川,L場 建 築既1二 〇拝分 の損 害
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契約締結交渉の不,1・-1破棄における責任q)

賠償を認めた。 しか しながら,本 件計1由1は,Xの 規模および営業実績か

ら過大であ り,運 転資金調達が困難であることは判明 していた以 ヒ,X

はi二場規模縮小計画に基づく費用の削減によ り損害をできるだけ少な くす

べき信義則 ヒの義務があったとして,ヒ 地売買差損については6割,既1:

事代金については9割 を過失相殺 した。

29東 京地 判'F成6年2月2111

YIf貨 店 は5年 を か けて リニ ュ ー ア ル 事 業 を 進 め て い た と こ ろ,出 店

中 のXも 店 舗 の 改 装 を 巾 し出,数 回 話 し合 い を 持 ち,詳 しい 内 容 を 説 明

し,資 料 も7一渡 し,他 方Yも 管理 費 川 や 業 者 の 選 定,1:事 期 間 等 につ き

要 望 を 出 し,資 料 も交 付 し,ま た 過 去 に改 装 の 申 し出 を拒 絶 した こ と もな

か った の で,Xは 市場 調 査 や 改装 設 計 を 業 者 に 依 頼 す る等 準 備 を 始 め た

が,Yが 改 装 を拒 絶 した。 そ こで,XはYに 対 し,i三 位 的 に 改 装 承 諾 合

意 の 債 務 不 履 行,」 つ備 的 に信 義 則 違 反,契 約 締 結 ヒの過 失,不 法 行 為 にJ,1;

づ き,損 害 賠 償 を 請 求 した。 裁判 所 は,合 意 の 成 、/_はr/lーした が,確 か に,

他 店 舗 は リニ ュー ア ル 終 盤 を迎 え て い る 中 で,Xが 独 り遅 れ て 改 装r事

を 始 め る こ とは 時 期 的 に不 都合 で あ った こ とは 認 め られ る もの の,そ う と

す れ ばYと して は 速 や か に不 承 諾 をXに 告 げ るべ き だ った の に,不 承 諾

の通 告 を 延 引 し,そ の 間 に承 諾 の期 待 を抱 かせ るよ うな 行 為 を した以L,

もは や 時 期 的 に不 都 合 で あ る こ と を理 山 に店 舗 の 改装 を 不 承 諾 とす る こ と

は 許 され な い と して,改 装 を承 諾 す べ き信 義 則 ヒの義 務 を 認 め,そ の違 反

が 不 法 行 為 に"iた る と して,設 計管 理 料 の 一 部 を損 害 賠償 と して 認容 した。

30東 京 地 判'F成6年6月281i

医 師xは 診 療 所 開 設 の た めYと の 問 で 建 物 を 賃 借 す る 交渉 を進 め,契

約 内容 につ き ほ ぼ 合 意 し,lil込 証 拠 金 を 納 あ,契 約 書の 調 印 日 も決 め た。

Xは 他 の 勤 めflを 断 り,ロ ゴマ ー クを 作 成 す る な ど準 備 行 為 を した が,Y
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は2度 調 印 を 先 延 ば しに した ヒ,原 賃 借 人 との 問 の 交 渉 が 合意 に達 して い

な い こ と を 明 らか に し,Xと の 交 渉 を 打 ち 切 った。XはYに 対 し,i三 位

的 に 賃 貸 借契 約 の 成 ぐ五を,r備 的 に契 約 締 結 ヒの過 失 な い し不法 行 為 を理

山 に 損 害 賠 償 を請 求 した。 裁 判所 は,契 約 の 成 、読は 否定 した が,XY問 は

契 約 締 結iの 準 備 段 階 に あ っ た こ とは 明 らか で あ り,Xが 将 来 賃 貸 借 契

約 が締 結 され る もの と信 じて 行動 す る こ とは た や す くr想 され る と ころ で

あ る の に,Yは 原 賃 借 人 の退 去 につ き合 意 が 成 、ヒして お らず 本 件 建 物 を

Xに り1き渡 せ な い11∫能 性 が あ る に もか か わ らず,こ れ を 明 らか に せ ず,

llド 賃 貸借 契 約 の締 糸lllを一ノ狛勺に 延 期 し,曖 昧 な態 度 を と り続 け た もの で

あ るか ら,Yに は,い わ ゆ る 契 約 締 結 ヒの 過 失 が あ る と して,他 病 院 へ

の勤 務 を断 った こ とに よ り生 じた逸 失利 益,医 院 開 業計 画費 お よ び ロ ゴマ ー

クの 作 成't't川の 賠 償 を 認 め た。 も っ と も,勤 務 先 を退 職 し,他 病 院 へ の勤

務 を 断 り,ロ ゴ マ ー クを 注 文 した点 に つ い て は,Xに 軽 率 な点 も否 定 で

き な い と して,過 失相 殺4割 と した。

31粘 弱r司ll菩'1`i1'1勺戊7is6)」29il

XはYか ら ヒ地 を 買 い受 け る と い う 話 を持 ち か け られ,Yi三 導 の ド,

買付 証 明itriを受 け取 り,売 渡 承諾,1}を 交付 した。 そ の 後 も折 衝 が 続 き,Y

は建 築 確ll忍を と り,売 買 の 協定llFも 作 成 し,XY問 で は契 約ll}の 作 成,代

金 決 済 のli取 り も決 め られ,あ と はY本 社 の 稟議 決 済 が ドりる の を 待 つ

と こ ろ ま で に 至 った た め,Xは 不 動 産 購 人 資 金 の 融 資 契 約 を 締 結 した と

ころ,Yが 締 約 を 拒 ん だ。Xはi三 位 的 に契 約 の 成 ㍍を,r備 的 に契 約 締

結 ヒの過 失 に),!;づき,債 務 不履 行 な い し不法 行 為 をi三張 した 。 裁判 所 は,

契 約 の 成 、忙は 否定 したが,契 約 締 結 の 準 備 が 本 件 の よ うな 段 階 まで い た っ

た 場 合 に は,YはXの 契 約 成 ㍍の 期 待 を 侵 害 しな い よ う誠 実 に契 約 の 成

、γに 勤 め るべ き信 義 則 ヒの 注 意 義 務 が あ る と解 す るの が 相'llで あ って,il:

当な 理 山 な く締 約 を拒 ん だ場 合 に はXに 対 す る 不 法 行 為 が 成1/:す る と し,
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契約締結 交渉の不当破棄におけ る責任 〔D

これは不動産取引の惇門業者間の取引であって,買i三 が右取引により高額

の利益を得ようとしている場合であっても,契 約準備段階において信義則

が適川されることは白明であるとして,借 入資金の利息分の損害賠償を認

めたQ

32福 岡地 判'r成8年3月18日

Y(市)は,X所 有の 本件 ヒ地 を 訴 外 会 社 に 譲 渡 して も ら う代 わ りに,

1司会 社 所 有 地 をYの'1};川 地 と して 取 得 す る た め,Yの 商L課 長Aが 本

件is地 の 、8五ち退 き につ い てXと 折 衝 を して い た が,Xが 本 件i地 に 歯科

医 院 を 新 築 す る意 向 を 示 した た め,Yが 提 供 す る代 替 地 と本 件 け 也を,

税 法i非 課 税 と な る等lrii積で 交換 し,交 換 の 対 象 に 含 ま れ な い 残 地 はX

が 買 い 取 る こ と に 合 意 し,確 認 事項,1}が 作 成 さ れ た 。 そ こで,Xは 代ii

地 に 新 築 す る 」ワ定 の 歯 科 医 院 の 設 計 を 発(1三す る と と も に,本 件1:地 の 駐 車

場 利 川 者 に 対 し解約 通 知 を 発 送 した 。 そ の 後,残 地 価 格 や 交 換 期llの 決 定

な ど,契 約 条件 の 詰 め の 作 業 を 行 って い た が,Xの 交 渉 態 度 は 協 ノJrl勺と

は い えず,か つ鑑 定 の結 果,本 件 ヒ地 の 評 価 額 が 低 く税 法 ヒの 交 換 に該,,i

しな い の で,等lfli積 交換 が 不 可能 で あ り,市 議 会 の 承 認 を 得 る こ と も困 難

で あ る と の 見 通 しに 疏っ た た め,Yは 結 局,契 約 締 結 を 断 念 した 。 そ こ

で,XはYに 対 して,交 換 契 約 の 成 、允に/,つ く債 務 不 履 行 責 任 な い し契

約 締 結 ヒの過 失 責 任 をi三張 した。 裁 判 所 は,契 約 の 成 、裟は 否 定 した が,確

認 冒拝項,1}が 作 成 さ れ た 時 点 で,'1得 堵 間 に は お η二い に 相 手ノ∫に 対 し,契 約

締 結 の 交 渉 に 際 して 財 産 ヒの 損 害 発 生 を 防 止す べ き信 義 則 ヒの 義 務 が 生 じ

て い た と認 め られ る と して,契 約 締 結 ヒの 過 失責 任 を 認 め,駐 屯場 賃 料 相

"i額 の 損 害 の 賠1ず童を 認 め た
。 な お,原 告 の 慰 謝 料 請%kに つ いて は,本 来契

約 を締 結 す るか 否 か は 当 事者 の 白 山な 意 思 に 委ね られ て い るの で あ り,締

結 しな い こ とが 不 法 行 為 に該 当す る と い う,い わ ば契 約 白 山の 原 則 の 増 外

に あ るよ うな 場 合 は 格 別,契 約 を 締 結 しな い こ と に よ り,仮 に相:トノ∫に精
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神 的1・i痛や 不快 感 を 与え た と して も,こ れ を 慰 謝 す べ き法 的 義 務 は1Lじ な

い もの で あ る し,信 義 則f"_の 義 務 は も っぱ ら財 産 ヒの 損 害 の 発 生 を 前提 と

す る もの で あ るか ら,こ れ を も って 慰 謝 料 の 根 拠 とす る こ と は相 当で はな

い と した ヒ,被il:の 交 渉 にお け る 一・連 の 行 為 に契 約rUllの 原 則 を 逸 脱 す る

よ うな 違 法 性 は認 め られ ず,不 法 行 為 に該 当 しな い こ とを 理 山 に 否定 され

たQ

(否 定 判 例)

9東 京 高 判'F成 元 年4月13il(原 審:静 岡地 判 昭 和62年7月28目)

Xが 代 表 者で あ る会 社 は,訴 外Aの 建 築L'j睦 請 け負 っ た が,Aが 倒

産 した た め,Xが 注 文 者 の 地 位 を 引 き継 ぐこ と に な った 。 そ して,自 己

資 金 に乏 しいXは,会 社 に対 す る 融 資 に つ きY銀 行 と交 渉 し,額 ・利 率

な ど の 基 本 的 事項 につ い て 合意 した ヒ,Yの 支店 長 か ら融 資 の 確 約 を 得

た 。 と ころ が,そ の 後Yが 融 資 を 拒 絶 した た め,会 社 は 倒 産 した。 そ こ

で,XはYに 対 し,消 費 貸 借 契 約 の 債 務 イく履 行 責 任 と と も に,不 法 行 為

責 任 を 理 山 に損 害 賠 償 を 求 め た 。 原 審 は,不 法 行 為 責 任 の 成 、盧五を 認 め,慰

謝 料 を 認 容 した。 これ に対 して 控 訴 審 は,融 資111込 か ら融 資 しな い 旨の 最

終 決 定 が な され る まで 時 間 が か か りす ぎて い る こ と は否 め な い と しな が ら

も,現 地 調 査 の 結 果,Xの 引 き継 い だis地 建 物 は 、1五地 条 件 に問 題 が あ り,

融 資 金 に 見合 う担 保 価 値 が あ るの か 疑 問 の ヒ,建 物 の 賃 料 収 入 だ けで は融

資 金 の 返 済 は 無 理 で あ る と 判 断 して,Yが 最 終 的 に 融 資 を 断 っ た こ と に

はerr_lf-_III1する に足 りる理 山が あ る と して,不 法 行 為 責任 の成 ㍍を 否定 した。

10大 阪 高 判 隔F成2年41J261i

訴 外AとXは 不動 産 売 買 に つ いて 交渉 して い た が,銀 行 融 資 との 関 係

か ら,Yの 買 付 証 明 、1}が必 要 と な った の で,AがYに そ の 旨 依 頼 し,Y

側 は これ に 応 じた 。 そ の 際,Y側 はAに 対 し,Yに は 買 い 受 け の意 思 が
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契約締結 交渉の不ill破棄におけ る責任(11

な い こ とを 説 明 し,Xも そ の 旨r解 して い た。 しか しそ の 後,Aか ら ヒ

地 を 譲 り受 け たXはYに 売 渡 証 明,1}を 交 付 して,契 約 が 成 、裟した とi三張

し,買 付 証iリ措 所 定 の 代 金 額 と第 三者へ の 転 売lllli格と の差 額 を請 求 した。

原 審 が 締 約 を 否 定 し,請 求 を 棄 却 した の で,r備 的 にYの 不法 行 為 を1:

張 しつ つXは 控 訴 した。 控 訴 審 は,売 買契 約 の 成 ㍍を 否 定 した ヒ,本 件

11付 証 明,1業は,Yに 不 動 産 を 買 い 受 け る意 思 が な い の に,銀 行 融 資 の 便

宜 の た め にAか ら請 わ れ て 発 行 した もの にす ぎ ず,Xも こ う した'1F'liを

知 って い た の で あ る か ら,Yが 買 付 証 明 辞を 発 行 した た め にXが 損 害 を

被 っ た と は い え ず,右 行 為 に つ いてXに 対 す る 不法 行 為 は成 、γしな い と

して,」 つ備 的 請 求 も 棄却 した 。

11東 京地 判'r成3年10月241i

XはYよ り1外 広 告 事業 を 進 め られ て,YがXの 広 告 代 理 店 に な る 旨

の 契 約 交 渉 を 行 い,Xは そ の 前提 と して 白社 ビル に 電 光掲 示 板 を 設 置 し

た。 そ の 後,Xが 利 益 保 証 を 求 め る と,Yら は一 応 の 賛 意 を 示 しつ つ,

問題 を契 約tc作 成 時 に まで 持 ち越 し,結 局,業 績 が ヒが らな い こ とが 判明

した の で これ に 応 じな か った 。 そ こ で,Xはi三 位 的 に 利 益 保llll三条項 の 履

行 を,r備 的 に 契 約締 結 ヒの 過 失 に基 づ き,掲 示 板 設 置費 用 の 賠 償 を求 め

た。 裁 判 所 は 保 証 条項 の 成 立を 否 定 し,ま たXは 当 初 か ら右 条項 をr

して い た わ け で は な い と して,他 の 請 求 も 棄却 した 。

12東 京地 判'F成4年12月16目

XはYに ヒ地 を売 却 す る交 渉 を 進 あ,lklヒ 法 ヒの 乎続 き後,売 買 す る

旨の 合 意 井 も交 わ した が,Yが 締 約 に応 じな い の で,売 買 契 約 ヒの 違 約

金 の 支払 いを 求 め た と こ ろ,裁 判 所 は,契 約 の成 、刀ま否定 した が,右 合意

に法 的 拘 東 力 が あ る 可能 性 が あ る と した。 しか し右 合意 がll三1ヒ法 の潜 脱 を

狙 って いた 等 の 事情 か ら,違 約 金 条項 を公 序 良 俗違 反 と し,結 局 請求 を 棄
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却 した。

13東 京 地 判'f`一成6年4月26日

Xは.t5-1新 設 に 迫 られ たYか ら建 築 請 負 の 話 を 持 ち か け られ,図 面 や

見 積,1},建 築 確 認 申 請 図 面 も伯三成 交 付 し,資 材 発 注 の 指 示 も受 けた 。 と こ

ろ が,確 認lll請 の 段 階 で 防 火 構 造 や 川 途 のlfliで問 題 が あ る こ とが 判 明 した

の で,Y側 は 交 渉 を 打 ち 切 った 。 そ こで,Xはr約 の 成 、玩を1:'」lxし損 害

賠 償 を 請 求 した 。 裁 判 所 は,r約 の 成 、`五は 否 定 した が,当`1堵 間 には 契 約

締 結 の 実 現 の た め に 尽 力 す べ き 協力 関 係 な い し協 力 義 務 が 生 じて い た こ と

を 認 め たiで,確 認lli請 時 にls!e火構 造 や 川 途1(IIでの 問 題 が 露 見 した こ とか

ら,YがXの 提 供 す る ス タ ンオ フ ィス に よ る溶 接1:場 川 建 物 の 建 築 に 危

険 を 感 じ,'1敬 が 発 生 した 場 合 に お け る施i三及 び 請 負 人 と して の 責 任 及 び

建 築 業 者 と して の 信 川 の 殿 損 を 慮 り,ス タ ンオ フ ィスに よ るi場 建 築 請 負

契 約 の締 結 を 拒 否 した こ とに は や む を 得 な いtl:"iなB拝 山 が あ った と し,結

局 請 求 を 棄却 した。

14東 巧ぐ土也判'【勺友7イ ト9月7日

XはYと の 間 で,オ フ ィス ビル を 新 築 の ヒ,Yグ ル ー プが 一一括 借 り受

け して 第 渚 に1i1Yし,Yは 一一定 額 の 賃 料 を 保 証 す る 旨の 事 業 受 託 契 約

締 結 の 交 渉 を して い た が,調 印 前 にYか ら賃 料 保 証 が で きな い 旨 のiii

が な さ れ,ビ ル 新 築 契 約 は頓 挫 した 。Xはi三 位 的 に1受 託契 糸勺の債 務

不 履 行,r備 的 に 契 約 準 備 段 階 に お け る信 義 則iの 義 務 違 反 を 理lhに 損 害

賠 償 を 請 求 した。 裁 判 所 は,契 約 の 成 疏を 否定 した ヒで,Yの 撤 退 の 仕

方 は い さ さか 誠 実 さ に欠 け るが,Yは 保 証 賃 料 額 を変 更 せ ざ る を 得 な い

状 況 に な る 度 に そ の 旨をXに 伝 え て き た の で あ って,景 気 の 変 動 に よ り,

保 証 賃 料 額 が 低 額 化 して い る こ と は,Xに も明 らか で あ る か ら,賃 料 保

証 が で きな くな った と して 事業 計1呵か ら撤 退 した た め,契 約 が 成 ㍍ しな か っ
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た か ら と い って,Yに つ き 直 ち に 契 約 関 係 を 支配 す べ き 信 義 則 に 違 反 す

る もの と 認 め る こ とは で き な い と して,請 求 を 棄却 した 。

(3》'ド 成10年 以 降(第3期)

(肯 定 判 例)

33神 戸 地 判 尼 崎 支 部'F成10年6月22日

Xは,美 容 院 の 支 店 を 出 す た め,Y所 有 の 建 物 の一 室(本 件 物 件)を

賃 借 した い 旨 を 巾 し入 れ た。 本件 物 件 は も と も と訴 外Aが 美容 院 を 営 ん

で いた と こ ろ,廃 業 を 考 え,貨 貸 借 契 約 の 解約 を 申 し入 れ る と と もに,X

を 本 件 物 件 の 賃 借 希 望 者 と してYに 紹 介 した もの で あ った。Xは,Yに

敷 金 を 支 払 う と と も に,契 約 井 が で き た ら送 る 旨の 説 明 を受 け た 後,Y

職 員 に物 件 の 案 内 を受 け,本 件 物 件 の 個 々の 造 作,設 備 毎 に,XがAか

ら引 き継 ぐこ とを 確 認 しあ う な ど した。 と ころ が,契 約,1事は 」り定liを 過 ぎ

て も送 られ て こず,ま た,Yは 本 件 物 件 に隣 接 す る 奥 の 部 屋 も一 緒 に 借

りて 欲 しい と 再 こに わ た り巾 し人 れ て き た が,Xは これ を 断 って い た と

こ ろ,Yの 態 度 が急 変 し,本 件 物 件 の み の 賃 貸 借 契 約 の 締 結 をfli否 した 。

そ こで,Xは 契 約 締 結 ヒの 過 失 責 任 をi三張 した の に 対 し,裁 判所 は,契

約 の締 結 交 渉 に'tた って は,相 手 ノ∫に誠 実 に 対応 すべ き取 引 ヒのll議 則 が

あ り,契 約 の 成 、/.を信 じた 相 手 方 に不 測 の損 害 を被 らせ て は な らな い 注 意

義 務 が あ る の に,Yの 賃 貸 を 拒 否 した 行 為 は信 義 則 ヒの 注 意 義 務 違 反 と

な る の み な らず,そ の違 反 の 程 度 がrし く不 法 行 為 を構 成 す る と して,A

か ら買 い取 った 設 備 代,新 規 従 業 員 に 支払 っ た給'1-,電 話代 な どの損 害 に

つ き損 害 賠 償 を 認 め た。

34東 京地 判'白戊10年10月26f(

Yは マ ン シ ョン建 設 用 地 を 取 得 す るた め,Xら と 本 件 ヒ地 売 買 の 交 渉

を 開 始 し,Xら が 本 件i地 をYに 売 り渡 し,Yが 代 わ りの1地 建 物 を 原
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告 らに提 供 す る とい う 方向 で 協 議 を 駐ね,売 買 代 金 や締 約 時 期,建 築 協 力

金 な ど に つ い て定 め た 協定,1}を 取 り交 わ した が,そ の 後,Yは マ ン シ ョ

ン 市場 の 冷 え 込 み を 理 山 に 協 定 、1}が履 行 で きな い 旨回 答 し,交 渉 は 決 裂 し

た 。Xは 協 定 井 に よ り締 結 され た売 買 契 約 の 債 務 不 履 行 責 任,あ る い は

契 約 締IIIヒ の 過 失 を 理 山 とす る損 害 賠 償 責 任 をi三張 したQ裁 判 所 は,Y

がXと の 間 で 本 件 ヒ地 の 売 買契 約 成 、アに 向 け て 誠 実 に 交 渉 す る信 義 則 ヒ

の 義 務 を 負 う に 至 った の で あ り,マ ン シ ョン 市場 の 冷 え 込 み と い うYが

負 担 す べ き経 済iの 危 険 を 理 山 と して 協定ll}が 履 行 で き な いYは,Xが

契 約 が 締 結 され る もの と信 頼 した こ と に よ って 被 った 損'1=.rを賠 償 す る責 任

が あ る と した が,損 害 につ い て の 、圏五証 が な い こ とを 理 山 に 損 害 賠 償 は 認 め

な か った 。

35東 三1(上也'卜1」・r∬ユ気10{ト111」26日

Xは 訴 外 会 社 が イ ン ドネ シ ア に 建 設 す る プ ラ ン トの 機 械 機 器 を 納 入 す

る契 約 に),づ き,右 機 械 機 器 の 設 計 図 お よ び仕 様,1業の 作 成,製 造,納 人 を

内 容 とす る請 負契 約 をYと 締 結 す る べ く交 渉 を 開 始 した 。Xの 信 川状 態

に 不安 を 抱 い て い たYは,Xが 訴 外 会 社 か ら受 領 す る信 川 状 の 譲 渡 を 受

け た後 に,契 約ft案 に調 印 した ヒで 本 契 約 に基 づ く本 格 的 な 仕 事を 開 始 す

る こ とでXの 合 意 を 得 て い た が,プ ラ ン トの 完 成 を急 い で い る関 係 ヒ,

前 金の 支払 い を受 け る こ とを 条件 に,エ ン ジニ ア リ ン グ業務 や マ ス ター リ

ス ト作 成 業 務,製 造 に時 間 が か か る機 械 機 器 の一 部 につ いて の作 成 業務 を

行 った。 と ころ が,結 局 信 川状 は 譲渡 で き な い もの で あ り,金 額 も不 足 し

て い た の で,Yは 契 約 締 結 が 困 難 で あ る とXに 表 示 した。Xは 契 約}1}案

に),つ く本契 約 が 既 に成 、乞して い る こ と を 前提 に,請 負契 約 を 解 除 し,解

除 に伴 う原 状lll腹 をis張 した と こ ろ,Yは 契 約 の 成 、/.を否 定 す る と と も

に,Xに 対 して 契 約 締 結 ヒの 過 失 に 基 づ く損 害 賠 償 責 任 をi三張 した。 裁

判 所 は,契 約 の成 、置五を 否定 す る 一 ノ∫で,契 約 締 結 交 渉 関 係 に あ った 者 の 問
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の関係を規律す る信義誠実の原則に照 らし,Xは,Yが 本契約の締結を

信 じて行った各業務にかかった費川相 当額の損害を,Yに 対 して賠償す

べき義務を負うとして,前 金の支払いを受けていないマスターリストの作

成費川,打 ち合わせ調査費川,機 械機器の設計費について損害賠償を認め

た。

36横 浜地判川崎支部'F成10年11月30fl

Yは,Xが 経営する商業施設について,訴 外Aが 撤退 したあとに賃借

したいと出店の申込を行い,フ ァクシ ミリで保証金と賃料の記入された店

舗出h;申込li}を提fし た ヒ,従 前のテナントとの間で内装 ・設備等の買取

交渉を行い,Yの 依頼 した内装業者が本件施設を訪れて1二事の検討を行

うほか,Y代 表者 も度 々本件施設を訪れてX代 表者とllli談を していたの

で,Xは 他店からの出店の申込をすべて断 ってYと 交渉を進めていたと

ころ,突 然,Yか らXに 対して,Y惇 務取締役の退任 という内部的な'1`

情を理山として出店契約の締結を拒絶 した。そこで,XはYに 対 し,信

義則違反または契約締結t_の 過失を理山に損害賠償を請求 した。裁判所は,

XとYと は契約締結準備段階に入っており,Xが 将来賃貸借契約が締結

されるものと信 じて行動することはYに とって もたやす くr想 されると

ころであったが,Yは 施設を賃貸するかどうかはいまだ不確定であるこ

とを仲介者やXに 全 く伝えることな く,そ の後 も曝務が辞任することに

なったためな どと虚偽の理lllを告げていた ものであるから,Yに はいわ

ゆる契約締結iの 過失責任が認め られ,Xが 将来賃貸借契約が締結され

るものと信 じたことによって被 った損害を賠償するべきであるとして,他

店との出店契約が成"五していれば得られたであろう賃料相当額の賠償を認

めたQ
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37ii,;;1也'1`il'r'戊10't=12)」21目

XはYと の 問 で,白 動 車運 転 教 習 川 ドラ イ ビ ン グ シ ュ ミレー ター の 共

lld開発 に 着:トす る こ とを 合意 し,秘 密 保 持 契 約 な らび に 共lld開 発 に関 す る

協定 を 締 結 し,Xは ハ ー ドウ エ ア を,Yは ソ フ トウ エ ア の 開 発 を 分 担 す

る こ と と した 。Xは 本 協定 に 基 づ き 自己 担'11分 野 の 縫産 設 計 を完rし た

が,Y担 当 分 野 の 開 発 は 大lllll{に遅 れ,本 協定 の 開 発 完r期 限 に も間 に合

わ ず,結 局,Yに 開 発 能 ノJがな い こ とが1リ」らか に な っ た た め,本 協 定 を

解 除 した、,そ こ で,Xはi三 位 的 に 本 協 定 に),つ く完 成 義 務 の 債 務 不 履 行

責任 を,r備 的 に契 約 締 結 ヒの過 失 責任 をi三張 した。 裁判 所 は,完 成 義 務

の 存 在 を 否定 した が,本 契 約 が 成 、Zするで あ ろ う との 信 頼 をXに'1一 え て

お き な が ら結 局 これ を 裏 切 ったYは,信 義 則 に),!;づき,Xが 本契 約 の 成

　!_を信 頼 して投 ドした開 発費 川 を賠 償 す る 責任 が あ る と して,開 発 に 要 し

た 直接 ・間 接 費 川 の1培償 を認 め た。

38大 阪 地 判'r成11年1月291i

Xは,Y1の 従 業 員Aか ら芸 能 学 園 開 講 に必 要な 人 材 の 紹 介 及 びパ ンフ

レ ッ トの 製 作 企 画 や宣 伝広 告,開 設 準 備 の企llhi運営 につ いて 協 力を 求 め ら

れ たの で,芸 能 関 係 者 に 芸能 学 園 の運 営 責任 者や 講 師 に な って くれ る よ う

に 働 きか け を 行 い,学 園 長 就 任r定 のCや,運 営 責 任 者D・Eと 伴 に,

Y1の 従/1¥tA・B,並 び にYlの 経 営 者Y2と 会 合 を 設 け,そ の場 で パ

ンフ レ ッ トの 製 作 企 画 や 広 告 宣 伝,開1没 準 備 の 企 画 運 営 をXに 依 頼 す る

こ と につ い て 全 員 のr承 が 得 られ た た め,Xは チ ラ シ ・パ ン フ レ ッ トの

作 成,雑 誌 ・新聞 の広 告 の版 ドの作 成,芸 能 学 園 の ロゴ マ ー クの デザ イ ン

を 業 者 に 委 託 した 。A・BはXが こ の よ うな 作 業 に 着 手 した こ と を 認 識

して お り,作 業 の段 取 りな どを 記 載 した ス ケ ジ ュー ル 表 はAを 通 じてY2

に も渡 され た 。 ま た,設 　%.iti備費 に つ い て は,XがYll三 催 の 芸能 学 園 の

業 務1:般 を 行 う代 わ りに,Y1が 開 設 準 備 金 と して500川llを 支払 う旨 の
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契約締結 交渉の不 当破棄におけ る責任(P

覚,IFをXが 作 成 し,Aを 通 じてY2に 渡 され た が,Y2は 欄 外 に イニ シ ャ

ル に よ るサ イ ンを した 。 そ の 後 もXは 開 設(Tf備 や宣 伝 活動 を続 け,Y1か

らXに2ヵ 月 分 の 企 画運 営 費30万 円 が 支払 わ れ た もの の,突 如Y2の 指

示 に よ りYlはXと の 契 約 交 渉 を 打 ち 切 った 。 そ こ でXは,i三 位 的 に 請

負契 約 の 成 、軍五に 基 づ く請 負 代 金 の 支払 い を求 め る と と も に,」y備 的 にY1

が 契 約 締 結 交 渉 を突 如 打 ち 切 った こ と に よ りXに 損 害 をr-1え た と して,

不 法 行 為 に1,1;つく損 害 賠 償 を請 求 した。 裁 判 所 は,覚 井にX・Ylの 署名

捺 印 が な さ れ て い な い こ と を理 由 に 請 負 契 約 の 成 、アを 否 定 した ヒで,Y1

はXが 芸 能 学 園 の 開 設 準 備 を 着 々 と進 め て い る こ と を 認 識 しな が ら,こ

れ を 認 容 して い た と い う よ り,む しろ積 極 的 にXに 準 備 行 為 を さ せ て き

た とい うべ きで あ るの に,突 如Y2の 指 示 に よ り契 約 交 渉 をIE'11な 理111な

く打 ち 切 った の で あ るか ら,右 交 渉 破 棄は 不 法 行 為 を 構 成 す る と して,パ

ンフ レ ッ ト ・チ ラ シ ・雑 誌 広 告 の 各 制 作't'c,ラ ジオ で の 広 告 宣 伝 費 の 賠 償

を 認 め た。

39横 浜 地 判'f'一成13年11J26日

企 業 内 外 の 人 材 の 教 育 訓練,経 営 指 導 等 を 業 とす るXは,従 来,Yの

社 員 に 対 して 研 修 を 担 当 し実 施 して き た 関 係 で,'r成9年 度 の 研 修 もX

が 担"iで き る と考 え,II程 表 を 交 付 し,講 師 の 準 備 を進 め て いた が,結 局,

ア セ ス メ ン ト研 修 は実 施 され ず,イ ン ター ン研1彦もXが 担 当す る こ とが

で き な か っ た。 そ こで,XはYに 対 し,iモ 位 的 にH程 表 の 授 受 を も って

社 員研 修実 施 委 託契 約 が 成 、'%_した こ とを 前 提 と して,1司 契 約 の 債 務 不 履 行

責 任 を,r備 的 に 契 約 締 結 ヒの 過 失 責 任 をi三張 した。 裁 判 所 は,Yは,

研 修 の 実 施 委 託 契 約 の 締 結 に 向 け てXと 信 義 則 の 支配 す る緊 密 な 信 頼 関

係 に 、アち,研 修 を 実 施 しな い こ とを 告 知 す べ き義 務,あ る い は研 修 の 実 施

がr定 よ り大 幅 に 遅 れ る こ とを 速 や か に告 知 す べ き義 務 を 負 って いた もの

で あ り,こ れ らの 信 義 則 ヒの 注 意 義 務 違 反 を 理 山 とす る債 務 不履 行 に よ る
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損害賠償として,講 師料とその違約金の賠償を認めた。

40大 阪 高判'ド成13年3月6fl

X1・X2は,Yか らヤ ク ル トの 保 育 ル ー ム の ト レー ナ ー と して 勤 務 の

申人 を受 け,被r{_か らヤ クル ト保 育 ルー ム の 資 料 を受 け取 り,雇 川 通 知 書,

ヤ クル ト保 育 ル ー ムへ 移 設 営 業所 の 一覧 表 と 各保 育 ル ー ム の巡illi見学 等 の

r-;が 記 載 さ れ た ∫〉定 表 を 渡 され た 。Yと の雇 川契 約 の締 結 を 信 じたX1

は現 職 で あ る保 育 園 を退 職 し,X2も 他 の 就 職 を断 った。 と ころ が,Yが

ヤ クル トとの問 で 交 渉 して い た 業務 委託 契約 が結 局 は成 疏 しな か った た め,

YはX1・X2に 対 し,両 名 の 雇 川 の 話 もな か った こ と にな った と告 げ た。

そ こでXら はYに 対 し,雇 川 契 約 の 成 立を 前 提 と して,is位 的 に違 法 な

解 雇 に理 由 とす る債 務 不 履 行 責任 ま た は不 法 行 為 責任 を,r備 的 に被 告 と

ヤ ク ル トとの 問 の 業務 委託 契 約 が 未 成 ㍍で あ って,仮 に 未成 、8五で 終 わ っ た

場 合,Xら に職 場 を 川 意 で き な い こ とを 信 義 則 ヒ説 明 す べ き義 務 が あ り,

この 説 明 義 務 違 反 に よ る債 務 不履 行 責任 ま た は 不法 行 為 責任 を,さ らに は

雇 川 契 約 の 存 続 を1三ヴ長して 賃 金 の 支払 い を請 求 した。 裁判 所 は,雇 川 に よ

る賃 金 が 生 活 の 糧 で あ る こ とか ら,Yが 自 らの 示 した雇 川 条 件 を も って

Xら の 雇 川 を 実 現 しlft_川し続 け る こ とが で き る よ う配 慮 し,か つ 雇 川 の

実 現,継 続 に関 す る客 観 的 な状 況 を説 明 す べ き信 義 則 ヒの注 意 義 務 が あ っ

た と して,Xら の 得 べ か り し賃 金 相 当額 と慰 謝 率斗の 賠 償 を 認 め た 。

41東 タ1ぐif石半1」'rl戊14イ1三3)113日

Yは,5拝 務 所 な ど と して 賃 貸 す る 目的 で 本 件 建 物 を 建 築 す る 計 画 を 、完

て,訴 外Aに 本 件 建物 の 賃 貸 借 契 約 の 仲 介 を 依 頼 した と こ ろ,Aの 勧 誘

に よ りXが 本 件 建 物 の 中 の 一・室(本 件 貸 室)を 賃借 した い との 意 向 を 示

した た あ,Aを 介 して,賃 貸 借 契 約 の 具 体 的i勾容 に つ いて 交 渉 を 行 い,

契 約,1}案 も作 成 され た。Xは 本件 貸 室 を 賃 借 で き る もの と 考 え,人 員 の
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契約締結交渉の 不"i破 棄にお ける責任(11

採 用 な ど 具 体 的 な準 備 行 為 を 進 行 させ た 。Yは 賃 料 額 が 希 望 す る 金額 よ

り低 い と考 え た が,そ れ をAやXに 示 す こ と もな く,ま た 本 件 建 物 も,

Xの 要 望 を 入 れ た 形 でL事 が な さ れ た が,Yは そ れ に 対 して も格 別 異 議

を 述 べ な か った 。 そ の 後,Yは 他 の 団 体 か ら本 件 建 物 の す べ て の 部 屋 を

一一括 して 賃 借 した い との 巾 入 れ を 受 け ,こ れ を 受 け る こ と に 決 め,Yに

対 し,本 件 貸 室 を 賃 貸 しな い 旨を 告 げ た。XはYに 対 し,i=位fl`Jに 賃 貸

借 契 約 の成t./.に基づ く債 務 不 履 行 責 任 を,」 ワ備 的 に契 約 締 結 ヒの 過 失 責 任

を請 求 した。 裁 判所 は,契 約 の 成 、アを 否 定 した ヒ,契 約 成"五に 向 けた 交 渉

の結 果,'11`1堵 の 一・方 が 相 丁一1」に 対 し契 約 成 、刀 こつ い て の 強 い 信 頼 をr-1一え

た に もか か わ らず,こ の 信 頼 を 裏 切 って契 約 交 渉 を 一 ノjtl勺に打 ち 切 った 場

合 に は,信 義 則 ヒ,一 種 の契 約 ヒの 責 任 と して,相 」覧方 が 被 った 信 頼 利 益

の 侵 害 に よ る損 害 を 賠 償 す る 責任 が あ る と して,Xがt'tや した 労 務 費 の

賠 償 を 認 め た。

42千 葉上也判'1勺戊14iI:71」1211

XはA町 にL場 用地 を 所 有 して い た と ころ,Y1(市)が,こ れ を ド水

処 理 場 建 設川 地 と して 利 川 す るた め に譲 渡 して 欲 しい と 要請 し,そ の 代 わ

りに,i時Y2(1目'1、)が 埋 め ㍍て を 進 め て い たB町 の埋 め 蹉て地 を 代 替 地

と して 取 得 で き るよ う,Y2に 斡旋 す る との 覚,1}をXに 交付 した こ とか ら,

XはYと の 問 でA町 のL場 用 地(本 件 買収 地)に つ い て売 買契 約 を 締 結

した。 と こ ろ が,Y2が1司 埋 め ㍍て 地 の 使 川 計llhlを見II量工した こ とか ら,結

局Xは 代 替地 を 取 得 で きな くな った 。 そ こで,XはY1に 対 して,代 替

地 取 得 合 意 に つ い て の 債 務 不履 行 責 任,あ る い は契 約 締 結 ヒの過 失 責任 な

い し不 法 行 為 責 任 を請 求 し,Y2に 対 して は,代 替 地 をXに 取 得 させ る こ

と につ いてY1に 協 力 す べ き義 務 を怠 って,代kk地 取 得 合意 を侵 害 した と

して,不 法 行 為 責任 を請 求 した。 裁 判所 は,代 替地 取 得 合意 の 成 ㍍を 否定

した が,契 約 締 結 の際 に,'11`1堵 の 一 ノ∫が 相 丁一1;の意 思 決定 に 対 して 重要
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な意 義 を持 つB拝実 に つ い て 信義 則 に 反す る よ うなlll、履五て を 行 い,相 手方 を

契 約 に 人 ら しめ,損 害 を 生 じ させ た場 合 に は,売 買契 約 に伴 う信義 則 ヒの

義 務 に違 反 した もの と して,損 害賠 償 責 任 を 負 う とい うべ き で あ り,交 渉

の 過 程,売 買 契 約 締 結 後 のXとY1と の や り と りの 内容,買 収 地 に お け

るXのi:場 建 築 へ 向 け て の 準 備 態 様,代ii地 取 得 の 斡 旋 担'11者 が 公 共 団

体 で あ っ た こ と に照 らす と,Xが 代 替 地 を 取 得 で き る との 期 待 を 抱 くに

至 ったの も合理 性 が あ る と して,契 約 締 結 ヒの過 失 責任 を 認 あ,本 件 買収

地 でXがL場 を操 業 した場 合 に 得 られ た で あ ろ う営 業 利 益 相 当額 と代 巷拳

地 を 取 得 で き る と信 じて 支 出 した費 川 相 当額 の賠 償 を 認 め た。 な お,交 渉

の 経 緯 か ら,Y1の 行 為 を も って 社 会 通 念 ヒ違 法 と ま で 評 価 す る こ と はで

きず,Y1の 行 為が 不法 行為 に"iた る と い うこ と は で き な い と した。

43東 京 地 判'ド成15'1=9)12611

XはYに 対 し,Y建 設r定 の 店 舗,膠1`務 所 お よ び 駐 匠i{場建 物 を そ の 完

成 後 に賃 借 す る 旨のlii人 れ を し,賃 貸 借r約 契 約 が 締 結 され,r約 証 拠 金

が 支払 わ れ た。r約 契 約,IFに は,建 物2階 部分 に50台 分 の駐 車場 を 賃 貸

す る 旨記 載 さ れ て い た が,2階 駐1'1場 を維 持 す る こ とが 法 令 の 規 制 ヒ困 難

で あ る と 」ウ想 され る他,2階 に駐 屯場 を 設 け る と,他 の テ ナ ン トが3階 に

な り,賃 料 収 入 に影 響 が あ る こ とか ら,Yは3階 を 駐 車場 とす る 変 更 案

をXに 提 示 し,こ の 点 につ い て2階 駐 唯場 が 絶 対 条 件 で あ る とis張 す る

Xと 交 渉 が 続 いた が,Yは 訴 外Aと の 間 でY変 更案 に よ る 建 物 建 築 を 前

提 と して,本 件 建 物 に つ い て 賃 貸 借r約 契 約 を締 糸、llした。Xは,賃 貸 借

r約 契 約 の 履 行 不 能 に よ る損 害 賠 償 を 請 求 した と こ ろ,裁 判 所 は これ を 認

容 した。

44率 申ノf上也判1勺戊15イi三12月11日

Xは,二 男 が 独 ㍍ して 生 活 す る た め の 新 居 を 新 築 す る た め,Yと の 問
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契 約 締 結 交 渉 の 不,,,t破棄 に お け るfT(11

で 建 築L31誓 請 負 契 約 を 締 結 し,Yに 対 して100川i」 を 支払 った 。 本 件 請

負i事r定 地 が農 地 で あ った た め,農 地 転 川 手続 に 長 期 間 を 要 した もの の,

建 築 確 認 が 得 られ た の で,XはYが 紹 介 したA建 築f.に 建 築確 認 申 請 を

依 頼 し,そ の 手数 料 を 支 払 っ た。 そ の 後,XYは1二 「拝着isの た め の 協議 に

人 った が,Xが1二 事代 金 の 減 額 を 要求 し始 めYと 折 り合 い が つ か な くな っ

た た め,Xは 請 負契 約 の 破 棄 を通 告 した 。YがXに 対 し,Xが 請 負 契 約

を一一方的 に破 棄 した とi三張 して 債 務 不 履 行 に基 づ く損 害 賠 償 を求 め た の に

対 し,別 訴 にてXがYに 対 し,Yが 契 約 締 結 に際 して必 要 な 調 査 や 情 報

の開 示 を怠 った こ とが契 約 締 結 ヒの 過 失 に 当た る とi三張 して 不 法 行 為 に!,

つ く損 害 賠 償 を 請求 した。 裁 判 所 は,Xの 債 務 不 履 行 責 任 を 認 容 した。

45札 幌地判'F成16年2月1211

Y(市)は,本 件公有地において,信 託銀行が施行i三体となる公イ∫地信

託`1}1f式 により市街地総合再生計1由iを策定 し,ホ テル31僕 の出店企業と

して訴外Aを 選定 し,開 業準備に必 要な作業に着手させていたところ,

信託銀行の参画が困難になったため計画が頓挫 し,Aは ホテル出店を断

念す るに至った。YはAに 対して以 ヒの経緯によってAに 生 じた損害を

賠償する議決を行い,賠 償金を支払 ったところ,Y市 の住民Xは,Yの

計画断念はAに 対する不法行為を構成するほどの違法性を有していない

のであるから,Aへ の賠償は違法な公金支出であるとして,地 方白治法

242条 の2第1項 第4号 に基づきAに 損害賠償を請求 した。裁判所は,

地方白治体が,そ の施策の変更により,こ れと密接な協力,提 携関係を形

成してきた者に社会通念 ヒ看過 しがたい程度の損害が生 じるときには,そ

の賠償措置を講 じることなく施策を変更破棄することは,当81堵 間に形成

された信頼関係を不当に破棄するものとして不法行為責任が生 じるとして,

YはAに 右のような不法行為責任を負う以 ヒ,YのAに 対する賠償金の

支出措置は違法とはいえないとした。

一109



46大 阪 高 判{%一成ll'1=7月7日(原 審:大 阪 地 判'F成17年1月27m

Xは 新 型 の コー ヒー ドリ ッバ ー を 発 明 し,そ の 製 品 化 の た め に 金 型 の

製造 をYに 依 頼 す る た め 交 渉 を 開 始 した が,金 型 製 造 代 金 と製 品i'S1一価 に

つ き,概 算 の 見 積 りだ け が 示 さ れ,最 終 的 な 決 定 が な され る 前 に,Xの

希Ulに よ りYは 金 型 の 製 作 に 取 りか か った。Xは 繰 り返 し設 計 の 変 更 を

要 望 し,Yが こ れ に 応 じて 一 度 製 作 した 金 型 の 変 更 を繰 り返 して 金 型 を

完 成 させ た が,Xは 当初 の 見 積 も りよ り も低 い 金 額 で の 金 型 製造 代 金 と

製i'n'i'lj価を提 示 して きた た あ,XY間 で 合 意 に 至 らず,金 型 製 造 契 約 は 不

成 、巳五に終 わ った 。Xは 金 型製 造 代 金 を 供 託 し,Yに 金 型 の 引 き 渡 しを 請

求 した が,Yは これ を 拒 否 し,Yは この 金 型 を 利 川 して コ ー ヒー ド リ ッ

パ ー の 製 造 販 売 を 開 始 した。XはYに 対 し,1:位 的 に は 金 型 製造 契 約 の

成 ㍍を 前提 と して,jう 備 的 に はYの 不 法 行 為 に),!;つく損 害 賠 償 を 請 求 し

た と こ ろ,裁 判 所 は,YがXか ら取 得 した 情 報 を 利 川 して,コ ー ヒー ド

リ ッパ ー を 製 造 販 売 した の は 不 法 行 為 に 該1す る と して,Yに 損 害 賠 償

の 支払 い を 命 じた(前 訴)。 そ こ でYは,Xの 契 約 締 結 ヒの 過 失 をi三張 し

て 別 訴 を提 起 。 原 審 は,一 度 製 作 した金 型 を変 更す れ ば,制 作 費 川 はそ の

分 高 くな る の は"i然 で あ り,Xと して は 代 金額 の 合 意 を しな い ま ま 製 造

に取 りか か らせ た以1,r算 の 限度 を1リ1示す べ きで あ った し,こ れ を しな

い の で あれ ば,変iiに よ って 発生 した費 用 は契 約 金 額 に算 人 す る努 力 を す

べ きで あ る の に,こ れ を いず れ も しな い ま ま契 約 の 不 成 、璽五を 招 いた の で あ

る か ら,Xに は 契 約 締 結 ヒの過 失 が あ る と して,金 型 製 作 に か か った 費

川 の賠 償 を 認 め た 。 高 裁 は,原 審 同 様,Xのsiftを 認 めつ つ も,Yに も,

Xか ら要 望 を受 け た 設 計 変 更 に よ って 大 幅 な 費 川 の 増 加 が 見 込 ま れ る場

合 に は,ど の 程 度 代 金 額 が増 加 す る か に つ い てXに 注 意 を 促 す べ き義 務

が あ り,こ れ を 怠 った 点 を 考 慮 して,賠 償 額 を 減 額 した。
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契約締 結交渉の不 当破 棄にお ける11任11)

47東 京地判'r成17年7月20fI

Xら は,自 社が会社更生 丁一続に関'∫して更iEを 終rさ せた訴外A社 の

株式をYに 売却することによる企業買収に関 し,当 事者間で株の売却価

格や譲渡期llが 示された基本合意,1}を締結 した ヒで,Xら が所有 してい

たA社 の株式譲渡契約の締結に向けて相当具体的な交渉を行ってきたが,

A社 に対 して リファイナンスが困難との銀行か らの回答を受けたYは,

基本合意を撤回する旨通知 し,基 本合意は解除された。そこでXは,一 一

次的に基本合意により成立した株式譲渡契約の双方 」り約契約をYが 不当

に撤1ロ[し株式譲渡契約締結義務に違反したことを理山として,:次 的には,

基本合意 階にある適切に資金繰 りを行う義務違反に基づき,玖 的には信

義則 ヒの注意義務違反に基づき,債 務不履行を理山とする損害賠償を請求

した。裁判所は,一 次的 ・ 玖 的請求を否定 し,三 次的請求については,

リファイナンス問題の解決が株式譲渡契約の成否を決する重要事項の一つ

であったのだから,YはXら に対 して,銀 行か らの融資の確実性につい

て見込みを示すに当たっては,根 拠ある見解を示 し,そ の見込みが変化 し

たときは時機を逸することなく情報を伝えるなどの配慮をすべきであるの

に,融 資交渉が難航 していたにもかかわらず,融 資を受けられるような断

定的回答をおこな ってお り,Yの 行動は信義則 ヒの配慮義務に違反する

として,株 価の価値減少分の損害賠償を認めた。

48大 阪 地 判'r成17年9月g目

銀 行 に勤 め るXは,か ね て か ら営 業 不 振 が 続 き,11∫ 建 策 を 模 索 して い

たY社 の 代 表取 締 役Aか ら,Y社 へ 人 社 して 再 建 に 協力 す る よ う要 請 を

受 け,Y社 の 顧 問 と い うIliき の 名刺 を 持 っ て,銀 行 との 融 資 依 頼 交 渉

にXも 同席 した ほ か,XはY社 を 頻 回 訪 れ て 相 談 に 応 じる な ど した が,

そ の 間,人 社 後 の 勤 務 条 件 な どにつ い て 話 をす る こ とは な か った。 そ の う

ちXは 勤 務 先 を退 職 した た め,よ うや くXの 給 与の 話 が な され る に 至 っ
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た が,双 方 が 合意 に 至 らず,最 終 的 にYか ら採 川 で き な い 旨N:げ られ た。

そ こ で,Xは,is位 的 に 雇 川 契 糸く」の 締 結 を 前提 に,雇 川 契 約 ヒの地 位 の

確 認 お よ び 賃 金 の 支払 いを 請求 し,r備 的 に契 約 締 結iの 過 失 をi三張 した。

裁 判 所 は,給 与につ いて 合意 が な され て い な い こ と を理lllに 雇 川 契 約 の 成

㍍を 否 定 した ヒ,YはXに 雇 川 条 件 な どを 事前 に伝 え,Xが 勤 務 先 を 退

職 して までYと の 雇 用 契 約 を締 結 す べ き か 考 慮 す る機 会 を 与え,仮 に契

約 が 締 結 で き な くな った場ITで も,で き る だ け損 害 が 少 な くな る よ う にliし

期 に そ の後 の 対処 方法 を 考慮 す る機 会 を 与え る よ う配 慮 す べ き信 義 則iの

誠 実 義 務 に違 反 して お り,契 約 締frI:.ヒの過 失 が認 め られ る と して 慰 謝 料 の

支 払 い を 認 め た が,Yへ の 入 社 を 明 確 に 告 け,勤 務 条 件 に つ い て 協 議 す

る こ とを求 め よ う と もせ ず 放 置 した過 失 が あ る と して,過 失相 殺2割 と し

た。

49大1≦ 反上也半ll・F,戊17{1三12ノ」8日

Xは,Yと の 間 で,Yが 製 作 管 理 す るキ ャラ ク ター をXが 使 川 してT

シ ャ ツ等 の キ ャ ラ ク ター 商 品 を 製造 販売 す る こ とを 許 諾 す る 旨 の 商 品 化権

許 諾契 約(3年 間)の 締 結 交 渉 を 行 い,is要 部 分 につ いて はit頭 で 合意 が

成 、[五して い た た め,契 約Ikitへの 調 印 に 先 行 して,Xは キ ャ ラ ク ター 商 品

の 製 作 販 売 を 開始 し,著 作 権 使 用 料 を 支払 った 。3ヵ 月 製造 販 売 を継 続 し

て い た と こ ろ,YがXに 対 し,Xが 製造 す るTシ ャ ツの 品 質 の 問 題 点 を

指 摘 し改 善 を求 め た た め,改 め て 協議 を 行 う こ と とな っ た が,Xは,協

議 のf定 日前 に 突 然Yか ら,今 後Xと の取 引 は な い 旨告 げ られ た。 そ こ

で,Xは,is位 的 に,商 品 化 権 許 諾 契 約 が 成 、盧五した こ と を 前 提 に,債 務

不 履 行 に よ る3年 分 の 逸 失利 益 に相"iす る損 害 の 賠fτ童を,r備 的 に契 約 締

結 ヒの 過 失 な い し契 約 交 渉"iJET間 の 信義 則1一の 付 随義 務違 反 さ らに 不法

行 為 に);づ き,lld額 の 損 害 賠 償 を 求 め たQ裁 判 所 は,3年 間 の継 続 的 商it

化 権 許 諾契 約 の 成 、アは 否 定 した もの の,将 来 この よ うな契 約 が 成 、ヱす る こ
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契約締結 交渉の不当破 棄における責任(D

とを前提 として,If頭 による実質的it意 に基づき,個 別的単発的な商品化

権許諾契約が個々の取引毎に成 ㍍していたものと認定 し,向 こう3年 分の

履行利益の賠償は否定 した。

50東 京地 判 平成18年7月7目

Xは,そ の 所 有 す る建 物 の 一 部 フ ロア に つ い てYと 賃 貸 借 契 約 を 締 結

す べ く交 渉 を 開 始 し,Yよ り賃 貸 借 条 件 検 討 巾込,}苧,貸 室 申 込 書 の 提 出

を 受 け,契 約,iに つ い て打 ち合 わ せ を し,契 約 の 調 印 日 も定 め た が,Y

は 内 部'1}'1'i'iを理lllに 契 約 を 締 結 しな い 旨を 突 然Xに 通 知 した 。 そ こで,X

は,i三 位 的 に 建物 賃 貸 借 契 約 の 成 、アを 前提 に,そ の 債 務 不履 行 に基 づ く損

害賠 償 を,」 り備 的 に契 約 締 結1一の 過 失 に基 づ く損 害 賠 償 を請 求 した。 裁 判

所 は,本 件 の よ うな 高額 な 取 引 にお いて,1芋面 が 作 成 され て い な い段 階 で は

契 約 を 成 立 させ る意思 は 認 め られ な い と して 契 約 の 成 立を 否定 した ヒ,最

判ll{和58年4月191!を 引 川 して 契 約 締 結 ヒの 過 失責 任 を認 め,不 法 行 為

にJ,つ い て 賠 償 責 任 を 認 め た。 賠 償 の 範 囲 につ いて は,Iti頼 利 益 の賠 償 が

原 則 で あ る と しな が ら も,XがYに 賃 貸 す る た め に 当該 フ ロ ア の 賃 借 人

の 募 集 を 停 止 して い る状 況 ドで は,Yと の 交 渉 が 長 引 くほ ど,"i該 フ ロ

ア を 賃 貸 して収 入 を 得 る こ とが で きな い 月 数 が 増 加 し,得 べ か り し利 益 の

喪 失額 が 増 大す る とい う特 性 を 考 慮 す れ ば,契 約 が 履 行 され る と信 じた た

め に 失 った別 の取 引 に よ る得 べ か り し利 益 まで 信 頼 利 益 にr5ま れ る と して

い る。

(否 定 判例)

15東 京地.,=1」'r成10年1月2011

Yは,Xと の 間 で,借 地 権 付 本 件 建 物 の 購 入 資 金 の 融 資 交 渉 を進 め て

い た と こ ろ,そ の 際,Xが 本 件 建 物 購 入 資 金 の み な らず,借 地1一に 被 告

の 事務所 ビル を 建 てiiえ る資 金 の 融 資 も希 望 して い る こ と も告 げ られ て い
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た が,本 件 建物 に 入居 して い る:店 の飲 食1,ti;の㍍ち退 き が な され るか 否 か,

Xが ロー ン支 払 負担 を 軽 減 す る た め に 所 有物 件 を 売 却 して 他 の 借 入 金 を

減 少 させ る こ とが で き るか ど うか,そ の 他 本 件 建 物 付 近 で の 再開 発 計 画 の

動 きな どを 甚斗酌 した ヒで 別 に判 断 す る こ と と し,と りあえ ず,本 件 建 物 の

購 人 資 金 と して1億2000川'1の み を貸 し付 け た 。Xは そ の 資 金 で 本 件 建

物 を 購 入 し,借 地 の 所 有 者 との 間 でi地 賃 貸 借 契 約 を 締 結 し,ま た 本 件 建

物 の 入 居 者 と の 問 で ㍍退 き交 渉 を 行 っ た。 そ の 後,Yは,ビ ル新 築 資 金

(2億6000万1'1)の 融 資 は で き な い と して,先 に 貸 し付 け た1億2000万

円 の 返 済 をXに 対 して 請 求 した 。 これ に 対 してXは,Yの1億2000万

円 の 融 資 は,借 地 権 の 購 人 お よ び新 店 舗 へ の 、アて 替 え 費 川 と して 総 額3億

8000万111の 融 資 の一一部 で あ り,Yは 残 融 資 を 先 に実 行 す べ き契 約 上 の 義

務 を 負 って い る こ と を1三張 す る と と もに,Yの 使 川 者 責 任,契 約 締 結 ヒ

の 過 失 責 任 をi三張 し,そ の 損 害 賠 償 請 ♪R権 とYのi.cif7求 債 権 と の相 殺 を1三

張 した。 裁 判 所 は,1億2000川ljの 融 資 の 際,残 融 資 に つ い て契 約 が 成

疏 して い た とは い え な い と し,ま た 同 融 資 の 際,Xが 全額 の 融 資 を 受 け

な けれ ば,Xの 返 済 計 画 は 、γた な い こ とをYは 熟 知 して い た とは い え ず,

残 融 資 が され る とのXの 期 待 を 侵 害 しな い よ う に 誠実 に 融 資 契 約 の 成 立

に勤 め る べ き信 義 則 ヒの 義 務 がYに あ る と もい え な い と して,す べ て の

i三張 を 否定 した。

16大 阪 地 判'F成10年8月31目

Xは,Y(町)の 町 制 施 行40周 イi三記 念 行 事 の 企 画 に 当 た り,1享llllrl勺な

㍍場 か ら指 導 ・助 、ζ等 を 行 う業 者 の選 定 の 参 考 に 資 す る た め に 行 った 本 件

企 画 競 技 に応 募 して 採 川 され,基 本計plrjの策 定,イ ベ ン ト講 義 の 実 施,実

施 計 画 の 策 定 が そ れ ぞ れ 業務 委託 され た が,・F成7年 度 の 業務 委託 契 約 に

つ い て は,実 施 計 画 に),!つ く見 積rl}に つ い てYの 納 得 が 得 られ ず,Xに

実 施 委託 は しな い 旨 の通 知 が な さ れ た。 そ こ で,XはYに 対 し,実 施 委

ll4-一



契約締結 交渉の不 当破棄におけ るflt11)

託契約,あ るいはそのr約 の成 凱を前提 として,債 務不履行責任を}三張す

るとともに,契 約締結 ヒの過失ないし不法行為に基づく損害賠償を請求し

た。裁判所は,XはYに,実 施委託契約の早期締結を要望したところ,Y

は実施計画が確定 しない限り契約には応じられないとして慎 重な態度を取っ

ており,両 者間に実施契約について明確な締約 日時,案 文などについて具

体的な交渉がなされた事実は認め られないことに照 らすと,Xが 業務委

託契約の成立が確実であると期待 してもやむを得ない準備段階に至ったと

までいうことはできない し,Yか らXに,契 約締結を待たずに具体的な

準備行為をなす事を求めた事情 も,ま たXに おいて契約締結を待たずに

本格的な準備行為を開始することをYに 通告した事情 も認め られないと

して,す べての}張 を否定 した。

17東 月ぐ1高半UiF1ユ気13イ1三51」3011

Y(都)の 職 員 は,都 市 計 画'∫僕 の 事業 地 内 の 収 容 対 象地 ヒに あ る建 物

の 賃 借 人 で あ るXと の 間 で,賃 借 建物 の 立 退 きお よ び 補 償 に関 す る 交 渉

を 行 って い た と ころ,同 建 物 の一 階 部 分 を 賃 借 して い た 訴 外Aと 所 有 者

との 間 で 立退 き に関 す る 話 し合 い が 長 引 い た た め,そ の 間,同 時 契 約 の 原

則(L地 の 所 有 者,建 物 の所 有 者 お よ び 借 家 人 との 補 償 契 約 等 は同 時 期 に

締 結 しな け れ ば な らな い)に よ り,Xと だ け 先 行 して 補 償 契 約 を締 結 す

る こ とが で きな い と の理 山 で 補 償 交 渉 が 進 展 しな か っ た が,一 方 で,X

も補 償 金額 等 に不 満 を 示 し続 け,XY問 の 交 渉 は長 い 間'r行 線 を た ど り,

結 局,{一 地 収 用 法 の 裁 決 手 続 に お い て 和 解 が 成)Lし,YがL地 所 イf権を

取 得 した 。 そ こ で,Xは 契 約 締 結iの 過 失 に 基 づ く損 害 賠 償 を 請 求 した

と こ ろ,裁 判 所 は,説 明 の た め に 何 度 もXノ ∫を 訪 れ,建 物 の調 査 を 行 い,

3i[11にわ た り具 体 的 な 補 償 金 額 を提 示 す るな ど したY職 員 の 対 応 に 不 誠

実 な 点 が あ っ た とは い え ず,む しろXの 対 応 に よ りYと の 補 償 交 渉 が 暗

礁 に 乗 り ヒげ た こ とが 窺 わ れ る と して,Yの 責 任 を 否 定 した 。
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18東 京 高 判 平成15年7月10日(東 京 地 判'F成14年12月18日)

XとY1は,企 画 中の ゲ ー ム ソフ ト 「グ リー ン ・グ リー ン」 に つ い て,

Y1が 開 発 業 務 を,Xが 販 売 業務 を担 当 す る こ とを 前提 に,業 務 委 託 契 約

を 締結 す べ く交 渉 を 行 って お り,両 者の 問 で 「グ リー ン」 の開 発 に関 して,

正式 契 約 の締 結 に 先 疏 ちY1が 「グ リー ン」 の 開 発 を 開 始 す る こ と,両 者

にIE式 契 約 を 締 結 す る意 思 が あ る こ と を確 認 す る こ と等 を 内 容 とす る本 件

覚 井が 取 り交 わ され,そ の 後 もIE式 契 約 の 締 結 に向 けて 交 渉 が 続 け られ た

が,覚 辞の 締 結 か ら2ヵ 月 あ ま り経 過 して も 支払 いそ の 他 の 条 件 につ き合

意 が 得 られ な か っ た た め,Y1はXと の 交 渉 を打 ち 切 って,Y2を 販 売 元

と し,Y2と の 間 で 商 品 開 発契 約 を締 結 した。Xは,i三 位 的 に,著 作 権 侵

害 に 基 づ くYら 製 品 の 製 作 頒 布 の 差ILと 損 害 賠 償 あ る い はY1と の 業 務

委 託 契 約 の 債 務 不 履 行 ・Y2の 不 法 行 為 を,r備 的 に 契 約 締 結Lの 過 失 責

任 をi三張 した。 裁 判所 は,菩 作 権 はY1に あ る と し,ま た 業 務 委 託契 約 の

成 ㍍を 否 定 したL,リ ス クを 負 って 【E式契 約 前 に開 発 業 務 を進 め て い た の

はYlで あ って,覚 、1事締 結 か ら2ヵ 月 を 経 過 して も合意 が得 られ な い状 況

で,Xと の 契 約 交 渉 を 打 ち 切 っ た こ と を 信義 に反 す る と評 価 で き な い と

して,結 局 す べ て の 責 任 を 否定 した。

19東 京 地 判 平成15年9月2611

XはYと の 間 で,XがYか ら本 件 ブ ラ ン ドが 付 され たYの 服 飾 製 品

(本 件 製 品)を 購 人 して 販 売 す る 旨 の 販 売 代 理 店 契 約 の締 結 に関 して,基

本 合 意,1}を 締 結 した もの の,最 終 契 約,1}は 作 成 さ れ な い ま ま,Xは 契 約

金 を 払 い 込 み,本 件 製 品 を 発注,プ レス 発 表,販 売 を 行 った が,納 期遅 れ

とな った り,生 産 が完rし ない 旨の連 絡 を 受 け るな ど多 くの 問 題 が 発 ノkし,

結 局,最 終 契 約 書の 調 印 に は 至 らず,販 売 代理 店 契 約 の 交 渉 が決 裂 した。

Xはi三 位 的 に契 約 締 結 ヒの 過 失 ま た は 不 法 行 為 に 基 づ き,r-Tir`r'i的に 個 別

の売 買契 約 の債 務 不履 行 に 基づ き,損 害 賠 償 を請 求 した。 裁 判 所 は,前 提
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契 約締 結交渉の不 当破 棄にお ける責任111

問題として,我 が国の国際裁判管轄が認められず,訴 訟要件を欠き不適法

であるとして訴えを却 ドした。

20名11r屋 地 判'F成16年1月28目

X(町)は,従 前 外 部 委 託 して い た電 算 業務 処 理 に つ い て,白 庁 に持 ち

込 み 総 合 行 政 情 報 シ ス テ ム と して 一 元 化 を は か る た め,Yに 業 務 委 託 す

る こ とを決 定 した。 様 々な シ ステ ム に つ い て,Yと の 間 で ソ フ トウエ ア ・

ハ ー ドウ エ ア の リー ス契 約 や 保 守 契 約 を 締 結 した が,税 関 連 シ ス テ ム に係

る カ ス タマ イ ズの 範 囲 及 び費 川 の 負担 に つ い て,XY問 の 理 解 に大 きな 隔

た りが あ った た め打 ち合 わ せ が遅 滞 して い た。 シ ステ ムの 稼 働 時 期 を 遅 ら

せ な い た め,X町 長 の 同意 を得 て,IE式 な請 負 契 約 が 締 結 され る 前で あ っ

た が,Yは カ ス タ マ イ ズ作 業 を 開 始 した と こ ろ,結 局 税 関連 シ ステ ム は

稼 働 す る に 至 ら な か っ た。Xが,請 負 契 約 の 債 務 不 履 行 に 基 づ く損 害1培

償 を した と こ ろ,反 訴 でYが,契 約 締 結iの 過 失 ま た は 不 法 行 為 に 基 づ

く損 害 賠 償 を 請 求 した。 裁 判 所 は,請 負契 約 の 成 立を 否 定 し,ま たXY

問 で カ ス タマ イ ズ 費 川 につ い て そ の理 解 に 大 きな 隔 た りが あ り,Yがi三

張 す る金 額 で 合意 で きな い 可能 性 が あ る こ とをYは ト分 ア測 し得 た こ と,

む しろ稼 働 が で き な か った の は,Yに 当該 シ ステ ム 導 人 の 経 験 が な く,X

に 対 し納 得 を 得 られ る内 容 の 説 明 が で き なか った こ とに原 因 が 認 め られ る

こ とか ら,信 義 則 ヒの 義 務 違 反 が 認 め られ な い と して,契 約 締 結 ヒの過 失

責 任 ま た は 不 法 行 為 責 任 を 否定 した 。

21那 覇 地 判'F成16年61」30ti

Xは,那 覇空 港 に 夕一 ミナ ル ビル を所 有 ・管 理 して い た と ころ,分 散 ・

狭 隆 化 して い る那 覇 空 港 ター ミナ ル ビル の整 理 統 合 を はか るべ く,新 ター

ミナ ル ビル の 建 設 計ldliが持 ちLが り,新 ター ミナ ル ビル を所 育管 理 す る た

め に設,./_され たYと の 間 で,X所 有 の ター ミナ ル ビ ルの 譲 渡 を め ぐる 交
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渉が行われたが,結 局譲渡価格について調整がつかずに終わった。そこで,

Xは,1三 位的にYと の間で売買 」ケ約契約の成1Lをk張 し,Xがr'約 完結

権を行使 し売買契約が成、アしたとして,1司 契約に基づ く代金支払を求める

とともに,r備 的に,Yが ビルを買い取 る意思がないなら,早 期に買い

取 りを拒否すべき信義則Lの 義務があったのに,こ の義務に反 して買い取

りを拒絶する態度を明 らかにしなかった過失があるとして,契 約締結fの

過失に基づ く損害賠償を請求 した。裁判所は,1ウ約契約の成 立を否定 した

ヒで,Yは 確かに有償譲渡について終始前向きな態度を見せていたもの

の,有 償譲渡が極めて困難な状況 ドで,可 能な限 り原告の要望を酌むべ く

解決を模索 していたのであるか ら,Yの 対応は非難 しうるものではな く,

またXも,買 い取 りについて合意に至ることが困難であることは ト分に

a忍識 していたとして,契 約締結Lの 過失責任 も否定 した。

3-2分 析

(1}全 体 的{頃1司

契 約 交渉 の 不'11破 棄 が 争 わ れ た契 約 類 型 は,以 ドの よ うに 分 類 で き る。

図1 (/は 時代区分)

契約 類型(件 数) 肯 定 否 定

不動産売買契約(20件) 6・8・10・ll/17●22・24。26・27.31/31・42 1・2・3・7/10・12/17・21

業務提携契約(10件) 1●7・16/18・19・20/37●52 18・]9

請負契 約(10件) 3.4.13//35.44.46.51 5.6/13

賃貸借契約(9件) 9●12/25●30/33●36・41・43・50

委託契約(6件) li//38・39 14/16・20

lit;川契 約(5件) ・14/23/10・48

融資契 約(5件) 21.28 8/9/15

動産の売買契約(2件) 47 4

交換契 約(1件) 32

その他(5件) 2/?9/45・49 11
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契約締結 交渉の不'11破棄におけ る責任(])

不動 産 売 買 契 約 が20件 と圧 倒 的 に 多 く,交 換 契 約1件 を 含 め る と,売

買 契 約 は 全 体(73件)の3割 に の ぼ る。 も っ と も,不 動 産 売 買 契 約 は,

第1期 か ら第2期 に か け て件 数 が 多 く,そ れ に 比 べ 第3期 以 降 は激 減 して

い る。 む しろ,第3期 以 降 は,請 負 契約,委 託 契 約,業 務 提 携 契 約 な ど と

い った 役 務 提 供 型 の契 約 類 型 が増 え て い る。

責 任 が 肯定 され る率 に つ い て は,73件 中52件 と 肯定{ダllが圧 倒 的 に 多 い。

i1芋代1)く分 別 に 見 る と,第1期69%(16/23件),第2期72%(16/22{牛),

第3期74%(20/27件)と1畳 『定 率 は 徐 々 に 伸 び て い る。 契 約 類 型 別 に 見

る と,賃 貸 借 契 約,雇 川 契 約 に お い て は 責 任 認 容 率10割 で あ り,次 い で

業 務提 携 契 約8割,請 負 契 約7割 と な っ て い る。 不動 産 売 買契 約 は,件 数

が 多 い割 に は 肯定 率 が6割 と あ ま り高 くな い。 委託 契 約 は5割,融 資契 約

に 至 って は4割 とか な り低 くな って い る。 ま た,自 治 体 が 当 事 者 とな って

い る紛'fFに お い て は,責 任 が 否 定 さ れ る確 率 が 圧 倒 的 に 高 くな って い る

(i㌢定6●32・42●45,iイ 季定1●3●7・16●17・20)G

以 ヒの よ うに,契 約 締 結 交 渉 の 不'11破 棄が 問 題 とな る紛 争類 型の 中心 は,

売 買 契 約(特 に 不動 産 売 買契 約)か ら,業 務提 携 ・委 託 ・請 負 な ど と い っ

た 役 務 提 供 型 の 契 約 に シフ トして い る こ とが窺 わ れ る。 仮 に,契 約 類 型 の

違 い に よ って,交 渉 当`拝者 に課 され る義 務 の 内容 が 異 な り,そ れ が 責 任 認

容 率 に 影 響 を 及 ぼ して い るの で あ る とす れ ば,ヒ 記 の よ うな紛 争 類 型 の 変

化 は,こ れ ま で 学 説 に お い て 理 解 され て き た義 務 の 内容 に 変動 を もた らす

可能 性 が あ る。 この 点 は,後 ほ ど詳 し く検 討 す る。

次 に,認 容 され た 責 任 類 型 は以 ドの 通 りで あ る(な お,信 義 則L一の 注意

義 務違 反 とい う構 成 を と りな が ら も,結 果的 に認 め た 責任 が債 務不 履 行 あ

る い は 不法 行 為 で あ る判 例 に つ い て は,信 義 則Lの 義 務 違 反 の類 型 か ら除

外 して い る)。

国賠 法 や使 川 者 責 任 な どを 含 あ る と,不 法 行 為 責 任 と して処 理 した件 数

が22件 と最 も多 く,次 いで 信 義 則 ヒの義 務違 反 の 構 成 が19件 と な って い
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図2

債務不履

行責任

契 約 成 、'匠(4件) 11.43.14.19

信義則 ヒの義務違反 (2件) 39.41

信義則 ヒの義務違反(19件)
2●3●10・12・14・17・18●19●23・26・

27.29.32.34・35.37.40.47.52
　

契約締結 ヒの過失責任(5件) 30・36・42・46・48

不法行為責任 (19件)
1・4・6・7・8●13・16●20●21●22・24●

25●28・31・33。38・45●50・51

ll三1賠法(1 件) 5

使川者責任 ・法人の不法行為責任 (2件) 9.151

る。 も っ と も,信 義 則 ヒの義 務違 反構 成 を と った 判例 の う ち,慰 謝 料 請 求

を 認 め た 判 例 が3件(2・14・40)あ る。1司様 に,契 約 締 結 ヒの 過 失責 任

構 成 を と った 判 例 に も慰 謝 料 請 求 を 認 め た 判 例 が2件(30・48)あ る。 福

岡 地 裁'「成8年3月181伴ll決(肯 定32)で 示 され て い る よ う に,契 約111

山 の 原 則 に よれ ば,契 約 を 締 結 しな い こ とに よ って 相 丁一方 に 精 神 的 芳痛 を

rJえ た と して も,こ れ を 慰 謝 す べ き法 的 義 務 は 生 じな い が,契 約 白山 の 原

則 を 逸 脱 す る よ うな 違 法 性 が 認 め られ,不 法 行 為 の 成 　%.が認 め られ るよ う

な 場 合 に は じめ て 慰 謝 料 請 求 が 認 め られ る と解 す る の で あ れ ば,こ れ ら5

件 の 判 例 は実 質 的 に は不 法 行 為 責任 的 な 責 任 を認 めた 判 例 と 見 る こ とが で

き る で あ ろ う。 これ を 含 め る と 不 法 行 為 責任 と して 処 理 され た 判 例 は27

件,対 して 信 義 則 ヒの 義 務 違 反 と して 処 理 さ れ た 判 例 は16件 とい う こ と

に な る。 時 代 区 分 との 関 係 で い え ば,第1期 か ら第2期 に か け て 多か った

不 法 行 為 責 任 構 成 は,第3期 に 入 って 若1:数 を 減 ら し,代 わ りに信 義 則 ヒ

の義 務 違 反 な い し契 約 締 結 ヒの過 失 責任 を 認容 す る 判例 が 増 え て い る。 注

目す べ き は,こ れ ま で 当 ・拝者 の 請求 の 中 で はllfく か ら 「契 約 締 結 ヒの過 失

責任 」 とい う 言葉 が使 わ れ て い た もの の,判 旨 の 中 で は信 義 則1一の義 務 違

反 あ る い は 信義 則 ヒの 責 任 と しか 表現 され て こな か った と ころ,近 年 に お
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契約締結 交渉の不1破 棄におけ るiliTI1)

い て 「契 約 締 結 ヒの 過 失 責 任 」 と い う責 任 を認 定 す る 判例 が 数 を増 や して

お り,し か も 「契 約 締 結 止の 過 失 責 任 」 と構 成 され た判 例 で は,逸 失 利益

の 賠 償 ま で 認 め る もの が 多い(30・36・42)と い う こ とで あ る。 前 者 につ

い て は,契 約 締 結 ヒの 過 失 責 任 と い う第 この 責 任 が,判 例 ヒほ ぼ確 、γした

こ との 査 証 と見 る こ とが で き よ う。 後 者 につ いて は,損 害 賠 償 の範 囲 に 関

す る 従 来 の 学 説 の 理 解 に 対 して 重大 な 問 題 提 起 とな る もの で あ る が,こ れ

に つ い て は 後 で 改 め て 論 じる。 同 様 に,第3期 に入 って,契 約 の成 、ifl体

を 認容 す る判 例 が 増 え て きて い る と い う こ と も注 目され る もの の,い ず れ

も契 約 が 明 確 に 締 結 され て い る,あ る い は既 履 行 部分 につ い て契 約 成/_が

認 め う る 事案 で あ って,こ こか ら,裁 判 所 が 契 約 の成Lを 容 易 に 認容 す る

傾 向 は 全 くうか が わ れ な い 。 これ と 並ん で,当 事 者で 交 わ され た 協定 書や

合 意 詳あ るい は 覚 書 に 基 づ い て,r約 の 成 、アをi三張 す る 事案 が 散 見 さ れ る

が(肯 定1・11・43,否 定13・16・21),r約 の 成 、完を 認 め た の はr約 契

約}rtiが存 在 す る 肯定43判 決 だ け で あ る。 こ こ か ら,裁 判所 は,明 確 なr

約 契 約 の 存 在 を 示 す もの が な い限 り,協iL'.tiや 合 意 書 な ど を も ってr約 契

約 の 成 疏を も容 易 に 認 め な い こ とが 分 か る。

当'1堵 のi三張 と,実 際 に認 容 され たisli任との 関 連 性 につ いて は,従 来 か

ら指 摘 され て い る通 りほ ぼ 連 動 す る もの とな って い る。 も っと も,契 約 締

結 交 渉 の 不 当破 棄 が 裁 判i問 題 とな り始 め た 昭 和50年 代 に お い て は,ま

だ 判 例 が確 、アして い な か った こ と もあ って か,'11`1堵 の 請 求 の ㍍て 方が 契

約 成 、1_を前提 と した 債 務 不 履 行 か,さ もな けれ ば 不 法 行 為 か の:者 択 一一で

あ って,契 約 の 成t.[_を認 定 で きな い 裁 判 所 と して は,な にが しか の賠 償 責

任 を 認 容 しよ う と した 場 合,当`1堵 の 請 求 を 前提 とす る 限 り不法 行 為 責任

を 根拠 とせ ざ るを え な い こ とか ら,結 果 と して 不 法 行 為 責 任 と構 成 した 判

例 が 第1期 に 多 く出 され る こ と に な っ たの で は な いか と推 測 さ れ る。 しか

しな が ら,最 高 裁 昭 和59年9)118日 判 決G',定10)が,「 契 約 類 似 の信

義 則 ヒの 責 任 」 と い う フ レー ズ を使 って,不 法 行 為 責任 と も債 務 不履 行 責
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任 と も異 な る 第 三の 責任 の 存 在 を 明 示 して以 降 は,当 事者 は,i三 位 的 に契

約(な い しr約)の 成 、8五を 前提 と した 債務 不 履 行 責 任 を,f備 的 に,契 約

が 成 疏 して い な い と して も,② 契 約 締 結 ヒの 過 失 責 任 あ るい は 信 義 則 ヒの

義 務違 反 か,③ 不 法 行 為 責 任 を 追 及 す る とい う数 段 構 え で 請 求 の 、/.てて く

る の が一 般 化 して い る。 この よ うに 現 在 で は,裁 判 所 が 責 任 を 認 容 す る根

拠 に 困 る こ とは な い の で あ って,そ の 意 味 で は,'1奄 事者 の1:の 立 て 方 か

ら認容 され る 貞 任 が 決 ま って くる とい うほ どの 連 動 性 は 認 め られ な い とい

え る。

な お,不 法 行 為 責 任 が 認 め られ るの は 違 法 性 が 強 い 場 合 だ け で あ る とす

る学 説[lil)があ り,そ の よ うな 趣 旨の こ とを 特 に 述 べ た 判 例 も 見 られ る もの

の(肯 定9・32・33・42),一 般 に'1得 堵 の 行 為 態 様 と 認容 され る 責 任 の

内容 は必 ず し も連 動 して お らず,裁 判 所 が 実 際 の と こ ろ,違 法 性 が 強 い 場

合 に は 不 法 行 為 責 任 で,そ うで な い 場 合 に は 信 義 則 ヒの 義 務 違 反 で とい っ

た よ うに 責 任 の 根 拠 を 振 り分 けて い る よ うに は 思 わ れ な い 。 も っ と も,第

3期 に 入 る と,'巳得 堵 のi三張 に契 約 締 結 ヒの 過 失 な い し信義 則 ヒの 義 務 違

反 が あ る場 合 に は,信 義 則 ヒの 義 務 違 反 を 認 定 す る判 例 が 多 く(34・35・

36・37・41・42・43・47・48・53),こ こ に一一定 の 関 連・性 を 見 い だ す こ と

が で き る。

最 後 に,契 約 類 型 と法 律 構 成 の 関 係 につ い て は,ど の 契 約 類 型 にお いて

は,ど の 法 律 構 成 が 川 い られ る こ とが 多 い,と い った よ うな 関 連 性 は特 に

認 め られ な い 。

115)本 川純 ・「契 約 交 渉 の 拒 絶 と契 約 締 結1の 過 失責 任 不動 産取 引 を 中心 と して 」

判 タ543,;(1985年)ll3頁,lll谷 峻 「契 約 の 成 、γと責 任 」90頁 以 ド(1988年),

今 西 ・前 掲 注(8)73ダ{,宮 本 健 蔵 「安 全配 慮 義 務 と契 約 責 任 の拡 張 」87頁(1993

年)な ど 参照 。
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契約締結交 渉の不当破 棄におけ る責任(1)

契約締結交渉 の不 当破 棄の判例一 覧表

番,.;, 判決年川i 契約の種類 当事者の請求 認容された責任

n定1 大阪地裁昭和43年4月26f 業務提携契約
契約 ない し予約のfit務不履行,

不法行為
不法行為

否定1
福岡地裁小愈支部昭和51年

6月2韮u

公営催宅払い下げ契

約(貞 治体)

駈有権移転登記,契 約締結 匿二
の過失,不 法行為 否定

1?)定2 東京高裁昭和52年10月6it 大学院の入試の施行
入学試験施行義務の確認,不

法行為,信 義則Lの 義務違反

信義則 トの義務

違反

i'ii.L3 東京地裁昭和53年5112911 映画製作請負契約
請負契約の解除,契 約締結1:
の過失,不 法行為

信義則Lの 義榜

違反

肯定4 東京地裁i1召和53年9月18H 建物建築請負契約 不法行為 不法行為

r掟5 大阪地裁昭和54年3月30日 雇 月1契約(国) 国賠法 国賠法

ド掟6 最1葛 哉ll召不li56St=1112711
村 有地 の譲 渡契約

(rl治体) 不法行為,国 賠法 不法行為

r捉7 東京地裁11'{和56年3月231i 総代理ll,喫約 不法行為,契 約締結 ヒの過失 不法行為

沓定2 東京地裁昭和57年2月17匠 逢 L地建物売買契約
契約または仮契約上の債務不

履行
否定

肯定8
最1で石哉u召 荊158{ド4月1911

(東11CliiJ裁旺'{不日54句 三11117il)
L地売買契約 債務不履行,不 法行為 不法行為

否定3 竣高裁昭鞠58隼12月6tl
道路払い下げ契約

(臨治体)
債務不媛行,不 法行為

否定(原 審:不

法行為)

否定4 東京地裁昭耐158年12月 韮9t3 木材継続的供給契約 債務不履行 否定

否定5 東京地裁昭和59年1月26H 建物建築講負契約 不法行為 否定

r掟9 大阪地 裁昭和59sly3112611 倉庫賃貸借契約 契約締結Lの 過失,使 川者貞任 使用1!任

否定ε 梁京地裁昭和59年3月27穏 外壁吹材工事請負契約 解除,不 法行為

丁

蕎定

肯定10 最rギ石哉ll召不II59{ド9111811

(.ks;:地 裁 昭和56年12月14[1)
錯物売買契約 契約の解除,契 約締結 トの過失

契約類似の信義

則isの責任

否定7 大阪高裁昭和59年10封26tJ
土地売買契約(向 治

体)

仮契約の不履行,契 約締結 ヒ

の遡失に基づく契約責任また

は不法行為責任
否定

r「定11
京都地裁昭和61年2,j2011 L地売買契約 チ約の債勝不履行

誠実交渉義務違

反に基づく債務

不履行

1畳碇12 f山台1管苓裁1曜{和τ61tj:41!25H L地賃貸借契約 契約締結Lの 過失,使用者責任
信義則hの 義務

違反

n定13 東京地tJr',U(i和61年4月2511 建物建築請負契約 契約の解除,不 法行為 不法行為

否定8 東京地裁昭麹61葎7月25H 融資契約 債務不履行,不 法行為 甕淀

i't定14 束刃(rゼ石裁輝{不1【614喜こ10111411 k&用 契約 償務不履行,不 法行為
信義則Lの 義務

違反

肯定15 佃i台ITV裁ll召 利163{蕃 三51J30日
要地買収斡旋の委任

契約
ff務 不履行,不 法行為 民法44条

旨定16 東京地裁ill{和63年7月1H
楽器の独占販売委託
契約 不il:競争防 止法,不 法行為 不法行為
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肯定17 京都地裁・F成元年1月2611 不動産転売契約 契約成立,信 義則 ヒの責任
信義則 ヒの義務

違反

否定9
東京高裁解成尤庫4月13R

(静麗地裁昭和62無7月28日)
融資契約 債務不履行,不 法行為

否定(原 審:零

法行為)

i'淀18 東京高裁平成元年4川1411 医薬分業契約 債務不履行,契 約締結ヒの過失
信義則Lの 義務
違反

ri定19 大阪高裁'ド成元年6月29it 店舗併設契約
債務不履行,fi義 則Lの 義務

違反

信義則 ヒの義務
違反

否定10 大阪高裁平成2年4月26日 上地売貿契約 債務不履行,不 法行為 否定

r掟20

最高裁'ド成2年7月5日

(殊〔li:iiU」裁 日召不H62{奮三3Jj17

日,東 京地 裁昭和60年7月

30FI)

株式ii]1i契約および

合弁事業契約
債務不履fr,不 法行為 不法行為

r碇21 大阪地裁 ¶ζ成2年10月12ti
予形割引 懸勺または

手形割引契約

債務不履行,信 義則i:の義務

違反
不法行為

肯定22 II京地 裁bF成2年12月2511 建物売買契約
建物明渡,債 務不履行,不 法

行為
不法行為

1圧碇23 df地 裁'F成3年6月19日
クラ ブ経.;;一の 業務 委

託(雇 川契約)
俵務不履行,契 約締結isの過失

信義則Lの 義務
違反

否定11 東京地裁:{f.成3年10月24p 利益保註特約
利益保証条項の履行,契 約締

結上の過失
否定

否定12 東窟地裁平成4無12月16A 上地売買契約 違約金の請求 否定

17定24 東京地i=成5年1月2611 L・地売買契約
{責務不履そ',イ藷去そf滋亀,{達義

則hの 義務違 反
不法行為

i'掟25 大阪地裁・F成5年6月1811 建物賃貸借契約
賃借権の確認と建物引渡,不

法行為
不法行為

肯定26 71ri「瑚r需裁1勾 戊5イF6,玉30「1 1地売買契約 移転登記iト続,不 法行為
信義則Lの 義務
違反

iiiiL27 東東地裁 賑F成6年lI124i1 L地建物売買契約 売買協定の債務不履行
信義則Lの 義務
違反

iii定28
東ル〔ボ石裁'FJ或6{罫{2月111

(東 京地 裁'F成4年1月2711)
融資契約 債務不履行,不 法行為 不法行為

1',定29 東京地裁 馳14成6年2月21i1 店舗改装許諾合意

債務不履行,信 鏡則isの 義務

違反,契 約締結1の 過失,不

法行為

信義則Lの 義務

違反

否定13 東京地裁平成6無4月26聞 建物建築請負契約 予約の成立 否定

il淀30 東京地 裁'F成6年6月2811 建物賃貸借契約
債務 不履行,契 約締結isの 過

失,不 法行為
契約締結is

ICJ定31 福岡 高鋤1菰成7年6月29iI 1:地売IY契 約

債務 不履 行,契 約締結1:の 過

失に基づ くfit務不履そf,不 法

行為

不法行為

否定1a 東醇{鰻駐裁 平し成7年9タ 醤7日
不動産賃貸事業受託

契約

債務不履行,俗 義剛上の義務

違反
否定

肯定32 福岡地 裁'F成8年3月18日
k地 交換契約(白 治

体)
債務不履行,契 約締結isの過失

信義則isの義拐

違反
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契約締結交 渉の不当破 棄における責任(D

否定15 束京地裁平成10無1月20!韮 融資契約
残融資の履行,使 用者貴任,

契約締結上の過央
否定

i'3a'33
神 戸地 哉尼崎 支部b杓 或10年

6月2211
建物賃貸借契約 契 約締結f:の 過失 不法行為

否定16 大阪地裁平成10年8月31H

,、

イベン ト業務委託契

約(白 治体)

契約もしくは予約の債務不履

行,契 約締結上の過失,不 法

行為

否定

i"f定34 東京地r・ 一成10年10川2611 i.地売 買契約 債務不履行,契 約締結Lの 過失
信義則 ヒの義務

違反

肯定35 東京地裁bF成10年111J2611
機械の設計 ・製造 ・

納人の ド請負契約
契約締結Lの 過失

信義則isの義務

違反

1'碇36
横浜地 裁 川崎 支部'F成10年

11月30日
店舗賃貸借契約

信義 則1二の義 務違反,契 約締

結Lの 過 失

契約締結Lの 過

失

i'ii・:37 稟京地裁,r成10年12月2111
運 転 シュ ミレー ター

の 共同開発契約

完成義務の債務不履行,契 約

締結Lの 過失

信義則 ヒの義務

違反

rid38 人阪地哉平成11年1月291!
芸能学園開設業務請

負契約
請負代金請求,不 法行為 イ{法行為

肯定39 横浜地 裁平成13年1月26il 社員研修実施委託契約 債務不履行,契 約締結t:の過失

信義則ヒの注意

義務違反を理山
とする債務不履

行

i'定40 大阪高,1;.成13年3月611 雇用契約 賃料請求,憤 務不履行,不 法
行為

信義則1:の 義搦

違反

盃定17 東京高裁平成!3妬5月30田
土地計画に伴 う補償

契約(自 治体)
契約締鮎上の過失 否定

ii定41 東京 高裁'F成14年3月1311 建物賃貸借契約 債務不履行,契約締結 ヒの過失 信嚢則の ・種の

契約 ヒの責任

iiii:L42千葉地裁'F成M年7月12ii
1:地売 買契 約(r1治

体)

債務不履行,契 約締結1の 過

失,不 法行為

契約締結Lの 過

失

否定18

東京 高裁平成15年7月10H

(東 京 地裁 ・拝戚14年

12月18to)

ゲームソフトの制作・

販売業務委託契約

債務不履行.不 法行為,契 約

締結hの 過失
否定

否定19 東寿て地裁a}:成15年9月26it 販売代理店契約
契約締結Lの 過失,不 法行為,

償務不履行
否定

r掟43 東京地裁11城15年9月2611 建物賃貸借r約 契約 賃貸借r約 契約の債務不履行 債務不履行

i'i%44 裾1'i地裁'ド成15年12月11日 建物建築請負 債 務不履行 ・別訴 で不法i1'X・)債務イ{履行

否定20 名古罐地裁平成16年1月zaH
システム開発・納入業

務委託契約(自 治体)

契約締紹Lの 遡失,不 法行為,

儂務不履行
否定

11定95 札幌地裁'iく成16年2月12il 誘致契約(1"1体) 地 方自治法242条 の2 不法行為

否建21 t≫覇地裁 耀乙成16年6月301韮 建物売買契約 7'約成立による代金支払,契

約締結上の過失
否定

r淀46
大阪 高裁1勺戊17年7117n

(大 阪地裁,ド成17年1月2711)
金型製作請負契約 契約締結Lの 過失 契約締結is

i'iii97 iil1C地裁 、F成17年7月20il 株式譲渡契約
債務不履行,信 義則isの義務

迩反

信義lll月:の義務

違 反
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1懸淀48 大阪地裁'1=成17年9月9rt 雇川契約
地位の確認と賃金請求,契 約

締結isの過失

契約締結1:の過

失

i'i定49 大阪地裁 胸戊17年12,」811
継続的商品化権許諾

契約

偵務不履行,契 約締結Lの 過

失,信 義則isの付随義拐違反,

不法行為

個別的商品化権

許諾契約の成立

肯定50 東京地裁'F成18年7月711 建物賃貸借契約 債務不履行,契約締結Lの過失 不法行為

旨定51
最轟菟裁'1勺渉こ18勾三9」j411

(東京地裁'杓或16年7月12【1)

ガラ スウ ォー ル製作

請負契約
不法行為

不法行為(原審:

否定)

肯定52 最 ボ石裁 ・1三[或19{i三2」」2711
ゲーム機の継続的製

造販売業務提携契約

売買契約および基本契約の債

務不履行,信 義則Lの 注意義

務違反

信義則1:の 義務

違反(原 審:否

定)
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